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腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

総括研究報告書 

研究代表者 柏原直樹 川崎医科大学 学長付特任教授 

研究要旨 

本研究は、腎疾患対策検討会報告書の5課題実現・社会実装のための具体的な計画・方法の立案、評

価・進捗管理の方法開発を行う。全国各地の腎疾患対策を評価・分析し、課題抽出、新たな対策立案

のPDCAサイクルを回し、継続的に腎疾患対策が実現する体制を構築することを目的とし、１）CKD重症

化を防止し、新規透析導入患者を減少させ、２）さらに、CKD患者（透析患者及び腎移植患者を含む）

のQOLの維持向上を図る体制を構築する。 

研究分担者 
岡田浩一 埼玉医科大学 教授 
南学正臣 東京大学 教授 
成田一衛 新潟大学 教授 
要 伸也 杏林大学 教授 
向山政志 熊本大学 教授 
山縣邦弘 筑波大学 教授 
和田 淳 岡山大学 教授 
猪阪善隆 大阪大学 教授 
田村功一 横浜市立大学 主任教授 
服部元史 東京女子医科大学 教授 
酒井 謙 東邦大学 教授 
今田恒夫 山形大学 教授 
旭 浩一 岩手医科大学 教授 
深水 圭 久留米大学 教授 
横尾 隆 東京慈恵会医科大学 教授 
森下義幸 自治医科大学 教授 
古波蔵健太郎 琉球大学 教授 
今澤俊之 千葉東病院 統括診療部長 
上條祐司 信州大学 診療教授 
西山 成 香川大学 教授 
石倉健司 北里大学 教授 
内田治仁 岡山大学 教授 
中川直樹 旭川医科大学 准教授 
和田健彦 虎の門病院 部長  
福間真悟 京都大学 准教授 
福井 亮 東京慈恵会医科大学 講師 
祖父江理 香川大学 講師 

Ａ．研究目的
本邦の腎疾患対策をさらに推進するために、平

成 29年 12月より、厚生労働省健康局「腎疾患対

策検討会」において検討が重ねられた。平成 30

年 7月「腎疾患対策検討会報告書～腎疾患対策の

更なる推進を目指して～」が、全国自治体、関係

団体に広く発出された。 

同報告書には「慢性腎臓病（CKD）を早期に発

見･診断し、良質で適切な治療を早期から実施・

継続することにより、CKD重症化予防を徹底する

とともに、CKD患者（透析患者及び腎移植患者を

含む）の QOLの維持向上を図る」ことを目標とし

て、「普及啓発」、「地域における医療提供体制の

整備」、「診療水準の向上」、「人材育成」、「研究開

発の推進」の５本柱に実施すべき取組が整理され

た。また、2028 年までに年間新規透析導入患者数

を 35,000人以下に減少させるという成果目標

（KPI）も設定された。 

本研究では、同報告書の 5課題実現・社会実装

のための具体的な計画・方法の立案、評価・進捗

管理の方法開発を行う。全国各地の腎疾患対策を

評価・分析し、課題抽出、新たな対策立案の PDCA

サイクルを回し、継続的に腎疾患対策が実現する

体制を構築することを目的とする。これにより

１）CKD重症化を防止し、新規透析導入患者を減

少させ、２）さらに、CKD患者（透析患者及び腎

移植患者を含む）の QOLの維持向上を図る体制を

構築する。

令和元年～3年、厚生労働省政策研究班「腎疾

患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理およ

び新たな対策の提言に資するエビデンス構築」研

究に取り組んで来た。本研究はこれをさらに推し

進めるものである。具体的には、以下に取り組

む。 

1．普及、啓発

（1）普及啓発資材の開発 

国民、医療者を対象にCKD早期発見、受診勧奨、

専門医受診に資する資材を作成する。 

（2）CKD診療ガイドライン、紹介基準、標準治療の

普及率、均霑化率の評価、普及啓発活動の評価 

 普及、均霑化を阻害する要因を抽出し、解決策を考

案する 。 

 普及啓発活動の実施数、CKDの重要性の認知度の評

価を都道府県、市町村レベルで実施する。 

1



2．診療連携体制構築  

(1) 腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制構

築を推進する。各地の診療連携体制構築の実態を調

査、把握する。 

(2) 好事例横展開：連携体制構築の先進好事例を把

握し、モデルとして定式化し、横展開を図る。地域

の医療資源に最適化した連携モデルを図示化し、提

示する。都市部モデル、地域モデル等。連携体制構

築未実施地域においても、連携体制構築に着手でき

るようにマニュアル的な手順書を作成する。 

(3) 検診結果に基づく保健指導、受診勧奨の推進 

健診結果に基づく受診勧奨、保健指導の実態を調査

する。各地の行政、「保健活動を考える自主的研究

会」等と連携して調査を実施する。 

 

3．診療水準の向上 

(1)移行期医療（トランジション） 

小児期発症患者の成人医療への移行)に関する実

態把握及び、円滑な移行支援策を構築する。 

「おしっこ（尿）と腎臓の不思議」（2021年度本研

究班成果）、「腎疾患の移行期医療支援ガイド―Ig

A腎症・微小変化型ネフローゼ症候群―」（2019年

度「難治性腎障害に関する調査研究」成果） 

(2)高齢CKD患者、透析・移植後患者のQOL維持向上 

高齢者CKD診療における論点整理を行い、提言を作

成する。R３年度中のAMED事業として、高齢腎不全

患者を対象としたCKMガイドが作成される。このガ

イドの普及も図る。 

(3)難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化 

難治性腎疾患の研究動向の把握：厚労省研究班との

連携 

(4)尿中アルブミンの測定診療報酬化 

保険診療上、尿中アルブミン定量（UAE）は「糖尿

病又は糖尿病性早期腎症患者であって微量アルブ

ミン尿を疑うもの（糖尿病性腎症第１期又は第２期）

に対して行った場合に、３か月に１回に限り」算定

できる。しかし諸外国では、CKD全般で測定可能で

ある。CKDの定義、重症度分類も国際的にはUAEで
なされるが、本邦では、UAEの代替として尿中蛋白

排泄量（UPE）を採用せざるを得ない。CKD診療実

態の国際比較のためにも、非糖尿病CKDにおいても

UAEが測定できる環境にする必要がある。UAE測定

の意義を整理（文献的考察）、費用対効果分析等を

実施し、UAE測定の保険収載をめざす。 
 

4．人材育成 

看護師/保健師、管理栄養士、薬剤師等の人材を育

成し、CKD診療に携わる医療従事者数の増加を図る。 

 

5．研究の推進：研究開発・国際比較 

(1)AMED,厚労省等の公的研究のCKD関連研究をと

りまとめ、本邦のCKD関連研究の現況と経年変化が

把握できる環境を整備する。 

(2)海外の CKD診療体制、ESRD・腎代替療法（RRT）

の実態の調査を行う。 

(3)疫学調査 

特定健診データ、各地のコホート研究、NDBデータ

等の複数のソースを解析して、CKDの有病率を測定

する。同一方法でCKD有病率の経年変化を解析しう

る基盤を構築する。 

 

6．情報発信、広報 

研究班の成果を HP 等で効率よく、発信できる

基盤を整備する。 
https://ckd-research.jp/ 
 
Ｂ．研究方法（※分担研究報告から転記しました） 

（1）普及啓発資材の開発 

◯普及啓発資材活用の実態調査                                                    

 全国で使用されている普及啓発資材を調査し、

好事例や課題について抽出し、資材の開発に活用

する。 

◯普及啓発資材の開発 

 未病の国民、生活習慣病等 CKD リスクを有する

国民に対し、CKDの重要性の啓発にフォーカスした

平明な内容の普及啓発資材資材を開発する。 

 さらに、尿異常の検査結果のみかた、蛋白尿の重

要性を説明する資材を開発する。 

 

（2）CKD診療ガイドライン、紹介基準、標準治療の

普及率、均霑化率の評価（岡田、柏原）、普及啓発

活動の評価（○福井 協力者 伊藤（帝京大学ちば

総合医療センター）） 
・普及啓発活動を実施する際には、日本腎臓病協会
（JKA）に後援依頼をするようお願いし、その数を
集計した。2022年度の地域ごとの普及啓発活動（市
民公開講座など）の実施数の経年的な変化等につい
て調査した。また、2019年度から開始しているJKA
の各都道府県代表、地区幹事への年度末アンケート
調査（表1）によって、JKA未申請分の活動数、活動
の形態や媒体等の調査も行なった。  
・2023年度の調査にむけて、啓発活動が十分でない 
地域に対する調査を充実させるとともに、現場に低 
負荷で実施可能な調査方法の開発を行なった。 

 

2．診療連携体制構築  

(1) 実態調査：○福井 協力者 伊藤（帝京大学ち

ば総合医療センター） 

腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制構築 

を推進する。各地の診療連携体制構築の実態を調査、

把握する。2019年度から開始したJKAの各都道府県 

代表、地区幹事への全国アンケート調査（表1）を 

2022年度も継続し、経年的な変化を評価した。 

(2) 好事例共有・横展開：○和田淳、向山、山縣、

森下、古波蔵、上條 

先駆的に取り組んでいる地域での好事例を共有し、
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かつこれから取り組みを進めていく地域へのよい

手本としていつでも活用できる体制を整えるため、

厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業）

腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 

(CKD)対策の推進に資する研究班（代表・岡田浩一）

と強力に協働し、今年度 2 班合同会議にて研究方

法について検討した。 

そこで、日本腎臓病協会（JKA）の中にある J-CKDI

の全国各都道府県代表や各ブロック代表に依頼し、

各都道府県での「普及啓発」および「診療連携体制」

の現状あるいは今後の構想についてのスライド作

成を依頼し、集めた紹介スライドを 2班合同 Webホ

ームページに掲載し、あらゆる人が全都道府県の

取り組みについて情報を得ることができるように

した。 

 

(3) 検診結果に基づく保健指導、受診勧奨の推進 

○旭 

1) 健診受診者に対する保健指導および受診勧奨

等のフィードバックの実態調査 

各保険者（国民健康保険、各種被用者保険）にお

ける特定健診・各種検診における腎臓関連検査の

実施状況、検査結果に基づく保健指導および受診

勧奨等のフィードバックの実態（実施状況，基準

運用）、現況の背景となる地域の実情について調

査する。調査対象：都道府県の国保連合会、協会

けんぽ都道府県支部、調査項目：①特定健診での

血清クレアチニン（eGFR）測定の有無、②尿蛋白

または血清クレアチン（eGFR）以外（尿中アルブ

ミン定量等）の腎臓病関連の検査の実施の有無、

③尿蛋白または血清クレアチン（eGFR）に関する

フィードバックの有無と内容（受診勧奨、保健指

導（口頭）、情報提供（印刷物など））、④フィード

バックの基準（フィードバック文例集に準拠、独

自の基準）、⑤受診勧奨にあたっての医師会や医

療機関等との連携（医療機関リストの作成や、連

携協定等）の有無、⑥フィードバック対象者の経

年的なフォローアップの有無等。 
2）５つの健康習慣による生活習慣スコアリング

を活用した保健指導の推進 
福島県国民健康保険団体連合会の保健事業の取

り組みとして市町村の KDB データから基準年に

特定健診を受診した住民のデータを抽出し、受診

者の生活習慣を５段階にスコア化し、翌年のスコ

アと集団ならびに個別に比較可能な帳票を作成

する。生活習慣のスコア化は次の各項目を利用す

る。①【BMI】25 kg/㎡未満、②【質問票】たば

こは吸わない、または禁煙に成功した、③【質問

票】1 日 30 分以上の軽く汗をかく運動を週２日以

上、1 年以上実施しているかつ、日常生活におい

て歩行または同等の身体活動を 1 日 1 時間以上実

施している、④【質問票】朝食を週に４日以上食

べるかつ、朝昼夕の３食以外に間食や甘い飲み物

をほとんど摂取しない、⑤【質問票】お酒は節酒

している（日本酒なら 1 日 1 合未満またはほとん

ど飲まない）。これら①～⑤の項目を満たす場合

１点とし、0 点から 5 点を与える。高得点である

ほど望ましい生活習慣と考える。 
上記帳票を用いて集団ならびに個別の生活習慣

スコアの変化を可視化し、基準年におけるスコア

や特定保健指導の有無別に行動変容や生活習慣

病や CKD 発症との関連を県レベル、市町村レベ

ルでそれぞれ予備的に検討する。 
 

3．診療水準の向上 

(1) 移行期医療（トランジション）○服部、石倉 

2014年の調査項目を基本とし移行を妨げる可能性

がある医療的要因を調査に追加し調査票の作成を

行った．調査票は施設調査票と，個別の症例調査票

として小児科医・小児腎臓内科医用の調査票2種類，

成人診療科医師用の調査票2種類の計4種類を対象

患者に合わせて用いた． 
(2) 高齢CKD患者、透析・移植後患者のCOL維持向

上 ○酒井、祖父江 

調査主体を NPO 法人 日本移植者協議会に委託し、

調査票作成を WG（日本腎臓学会 祖父江、酒井）

で行った。 

 

(3) 難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化  

○猪阪 

IgA腎症、ネフローゼ症候群、急速進行性糸球体

腎炎（全身性血管炎を含む）、多発性嚢胞腎、全身

性エリテマトーデスに伴うループス腎炎を対象と

して指定難病臨床調査個人票データを活用した診

断・重症度分類の検証および、クリニカルインジケ

ータ調査を行った。 

腎臓病総合レジストリ（J-KDR/J-RBR）では、登

録された腎臓病患者約４万例の追跡及び今後の追

加登録（腎生検施行例年間4,000例）を進め、IgA腎

症、ネフローゼ症候群、急速進行性糸球体腎炎、多

発性嚢胞腎、移行医療の5つのワーキンググループ

の個別研究を関連学会と連携して推進した。 

2020年版ガイドラインに関するアンケート調査を

行った。 

 

(4) 尿中アルブミンの測定診療報酬化 ○横尾、旭、

田村、今田 

UAE測定の有用性を明らかにするために、文献検

索を行った。また、その費用対効を明らかにするた

めの方法論の検討を開始した。 

 

4．人材育成  ○要、和田健彦 

１）腎臓病療養指導士の継続的な育成：第 7回腎臓

病療養指導士資格認定に向け、認定のための講習

会の実施、研修記録の評価、試験応募および試験の
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実施と認定などを順次進める。また、2018年第 1回

認定者（1 年猶予者）および第 2回認定者の資格更

新を進める。 

 

２）腎臓病療養指導士の地域差是正：各都道府県に

おいて腎臓病療養指導士の協議会（連携の会）を組

織し、その支援策について検討する。 

 

３）多職種連携の推進とエビデンス構築と兵十的

な教育プログラムの作成：厚生労働科学研究腎疾

患政策研究「慢性腎臓病（CKD）患者に特有の健康

課題に適合した多職種連携による生活・食事指導

等の実証研究（代表要 伸也）」（要班第 2期）にお

いてこれを進める。また、第 1期で作成した「CKD

のための多職種連マニュアル」を作成する。 

 

5．研究の推進：研究開発・国際比較 

(1) AMED,厚労省等の公的研究○深水、田村 

2008 年から 2022 年までに獲得した AMED、厚労科

研、科学技術振興基金(JST)について、全ての日本

腎臓学会の会員に対してメーリングリストを使用

してアンケート調査を行い、その結果をもとに解

析を行なった。 

 

(2) 海外の CKD診療体制、ESRD・腎代替療法（RRT）

の実態の調査を行う。○南学、深水 

KDIGO にて推奨されている CKD、DKD 治療薬である

RA 系阻害薬、SGLT2 阻害薬、ミネラロコルチコイド

受容体拮抗薬(MRA)、GLP1受容体作動薬に焦点を当

て、これら薬剤の使用状況を、各国にアンケートを

行い（特にアジア・オセアニア）、これら薬剤の使

用に国際間で差があるか否か、特に日本との使用

の差について検討を行なった。 

 

（3）疫学調査  ○猪阪、福間、今田 

1) CKD患者数の実態調査 
わが国のCKD有病者数を調査する方法として、特

定健診データ、各地のコホート研究、NDBデータ

など、どのデータを用いるのが適切か検討した。 
CKD有病割合の推定について、集団の特性によっ

て推定値が影響を受けるため、就労世代の健保デ

ータ、高齢世代を中心とした自治体国保データの

両者の分析を行う。また、健診受診者、医療機関受

診者の結果を一般集団に外挿する際にはサンプリ

ングバイアスの影響を考慮する必要があるため健

診受診（医療機関受診）確率を推定し、受診確率に

よって重みづけしたCKD有病割合推定を行う。 
 
2) CKD患者数に影響を与える因子の解明 
わが国のCKD患者数は、高齢化や糖尿病など生活

習慣病の影響で増加していることが予想される。

しかしながら、それらの要因の影響は地域によっ

て差があることが予想される。わが国のCKD対策

の均霑化のためにも、CKD患者数に影響を与える

因子を解明することは重要である。そこで、大阪府

内での生活習慣病罹患率とCKD罹患率の関連を検

討することとした。また、上記のCKD患者数の実

態調査において、CKD患者数に影響を与える因子

を解明する方法についても検討した。 
個人レベルでのCKDリスク因子に関する検討も行

う。健診で取得される古典的なリスク因子に加え

て社会経済因子等の検討も行う。 
 

6．情報発信、広報 ○西山、祖父江 

新規 HPを立ち上げ、研究班の成果を効率よく発信

する。(https://ckd-research.jp/) 
 
（倫理面への配慮） 
すべての研究者は「ヘルシンキ宣言（2013年10月

改正）」, 「個人情報の保護に関する法律（2015年

9月改正）」、「医療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取扱いのためのガイダンス（2017年4

月改正）」、「人を対象とする生命科学・医学系研

究に関する倫理指針(2021年３月)」、「医薬品の床

試験の実施の基準に関する省令（GCP省令）（2021

年1月改正）」、「医療情報システムの安全管理に関

するガイドライン第5.1版（2021年1月改正）」を厳

格に遵守する。個人情報保護法に基づき、被験者の

秘密保護に十分配慮する。 
 
Ｃ．研究結果 

1. 普及、啓発 

(1）普及啓発資材の開発 

＜普及啓発資材の開発＞ 

①未病の国民を対象とした CKD啓発資材 

以下のコンセプトで開発資材の開発を進めた。 

対象：CKD を知らない、CKD ステージ G1/2、20-40

代の未病の国民 

コンセプト：腎臓（の働き）の認知, CKD の認知 

目指す行動変容：腎臓への関心を持つ/年１回健診

に行く 

提供する情報：腎臓の働き/腎臓の位置・大きさ/ 

健診での指標/腎臓が病気になるとどうなるか/ 

CKDにならない生活習慣、等 

手法：クイズや驚きを与える情報で興味をひく 

「そうなの？」「なるほどね」 

用途：健診時や市民公開講座参加者に配布 
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＜未病の国民向け啓発資材＞ 

    表紙     裏表紙 

 

中面 

 

②生活習慣病等 CKD リスクを有する国民を対象と

した CKD 啓発資材 

以下のコンセプトで開発資材の開発を進めた。 

対象：CKDリスク（高血圧/糖尿病/メタボ/ 

心臓病/過労・喫煙）がある/何らかの通院をしてい

る/症状なし/40-70代 

コンセプト：CKDとリスク因子の啓発/eGFRの周知 

目指す行動変容：受診する（eGFR 値により専門医

受診）、生活習慣の改善 

提供する情報：CKD と生活習慣病/CKDリスク因子/ 

eGFR値と行動/CKDの CVDリスク/CKDにならない生

活習慣/重症化の流れ 

手法：リスクのセルフチェック（基礎疾患/生活習

慣）/グラフ・図による訴求 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜CKDリスクを有する国民向け啓発資材＞ 
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③蛋白尿の重要性を説明する啓発資材 

以下のコンセプトで開発資材の開発を進めた。 

対象：蛋白尿を指摘されたことがある国民  

コンセプト：蛋白尿の啓発/健診受診重要性の周知 

目指す行動変容：蛋白尿を放置せず、受診する（蛋

白尿陽性により専門医受診） 

提供する情報：健診での尿所見のみかた、蛋白尿・

血尿を認める機序（糸球体障害）、蛋白尿を放置し

た場合の危険性（末期腎不全のリスク）、医療機関・

腎臓専門医を受診する目安 

 

＜蛋白尿の重要性を説明する啓発資材＞ 

 

 

（2）CKD診療ガイドライン、紹介基準、標準治療の

普及率、均霑化率の評価、普及啓発活動の評価 
１）JKAに申請のあった普及啓発イベント数は、 
2020年度は30件、2021年度は110件、2022年度は135
件と増加傾向であった。 
２）2022年度のアンケート結果 
・回収数は、47都道府県中37であった。2021年度と
比較した各都道府県におけるCKDの普及啓発活動の
調査をまとめた。 
・JKA未申請分の啓発活動の実施数は144件から255
件に増加していた。活動形態としては、公開講座、
講演会、研修会、街宣活動の形式を問わず増加して
いた。健康フェスタや減塩イベントと連携した好事
例も見られた。使用した媒体としては、新聞、ラジ
オ、テレビ、雑誌、行政広報などが増加していた。

また、SNSやYouTubeなどの動画サイトも利用されて
おり、各地での工夫が伺えた。 
・腎臓病療養指導士や患者会が参加した普及啓発 
活動数は増加傾向であった。しかし、認知度調査の
回数は減少しており、報告会も含めて実施している
地域はさらに限定的であった。 
・対策を進める上での課題として、資金が少ないこ
とやマンパワー不足が増加した。 

 

2．診療連携体制構築  

(1) 実態調査 

・アンケートの回収数は、47都道府県中37であった。

2020/2021年度と比較した各都道府県における診療

連携体制構築に関する調査をまとめた。 

・会議体の設置は増加傾向であり、回答のあったほ

ぼ全ての地域で設置されていた。また、会議体数も

増加傾向であり、特に行政との連携が強いと推測さ

れる都道府県単位のものも着実に増加していた。 

・専門医リスト作成（22件）、紹介基準周知（30件）、

CKD連携制度の有無（28件）については、既に多く

の地域で実施されてはいるものの、2021年度とほぼ

同数であった。また、連携制度数（81件）は、前回

（91件）よりも減少していた。 

・行政（33件）、糖尿病対策（34件）、医師会（33

件）との連携はほぼ全ての地域で構築されていた。

また、歯科医師会（9件）、薬剤師会（19件）、栄養

士会（17件）との連携は地域により差があり、前回

とほぼ同数であった。 

 

(2) 好事例共有・横展開 

全 47都道府県から、「普及啓発」および「診療連

携」に対する取り組みのスライド作成を依頼し、

全都道府県（北海道は北と南あり、福岡県は複数

あり）において上記 2つに対する個別のスライド

を作成した。それらのスライドを 2班合同ホーム

ページ（https://ckd-research.jp/）にとりまと

めて掲載し、公開した。 

（図１） 

 
具体的には上記ホームページの「研究開発の推進」

（図１）をクリックする。次に「全国の取り組み・

年次推移」の項をクリックすると全国地図（図２）

が表示される。ここで閲覧を希望する都道府県を

クリックすることで知りたい都道府県の情報へ

アクセスできるようになっている。 
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（図２） 

 
（図３） 

 
例えば岡山県をクリックすると図３のような形

で、岡山県の普及啓発の取り組みと認知度に関す

るスライドや、診療連携体制構築の取り組みに関

するスライドをいつでもどこからでもダウンロ

ードできるようになっている。各都道府県の情報

は今年度最新のものに update されている。同様

に、すべての都道府県の CKD対策の現状も閲覧す

ることができる。 

 これらの HP の存在およびその内容を利活用し

てさらなる CKD普及啓発を推進し全国展開するた

めに、今年度は各都道府県での行政関係者および

医療従事者の研修会や、一般住民対象の普及啓発

イベントや市民公開講座などで本 HP の紹介およ

び情報共有を図った。 

 

◎診療連携の具体例 

＜岡山県＞ 

R5 年度岡山県においては、医師向けに県内計６つ

の CKD医療連携ネットワーク講演会で、行政関係

者や保険者、医療関係者対象の計 12 回の研修会

で、一般市民向けには計 11回の公開講座/健康教

室で本 HP の供覧と見方について情報共有を行っ

た。 

＜長野県＞ 

長野県内における CKD診療連携体制を構築するた

め、医師会、長野県庁健康福祉部と協議を行い、

令和 6 年度も継続的に協議を行うこととなった。

また、松本地域における CKD診療連携体制の強化

のための会議行い、CKD 診療連携体制における問

題点の抽出のため、松本市医師会会員を対象とし

たアンケート調査を行いその結果をまとめた。 

また、好事例横展開事業としては、他県で行われ

ている CKDシール事業を長野県内で横展開し、そ

の効果を検証するために CKD シールを作成した。

令和 5年度より CKDシール事業を長野県内の一部

の地域（佐久地域、伊那地域）で開始し、令和 6

年度は松本地域、飯田地域でも開始し、その効果

について検証する予定である。 

その他、長野県腎臓病療養指導士の会を結成後、

CKD 対策について多職種で検討するセミナーを開

催した。さらに腎移植普及啓発推進のため、マス

メディアを用いた臓器提供意思表示啓発活動を

行った。 

＜北関東＞ 

CKD診療ガイドライン 2023の更新にあわせ、患者

向け小冊子 Baens を更新し、北関東 5県の医療機

関に配布し、患者の啓発に役立てた。 

＜北陸ブロック＞ 

北陸ブロック（新潟県、富山県、石川県、福井県）

における CKD啓発活動の調査、好事例、課題の共

有、市民公開セミナーや CKDシールの活用などを

行った。 
〈市民公開セミナー開催〉 
2023年11月18日  
新潟・新発田・長岡・魚沼・佐渡・上越にて 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈県内179店舗ファミリーマートおよび県立図書
館にてCKD啓発チラシ配布〉 
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＜Webセミナー＞ 

2023年12月16日に、本研究班、岡田班、日本腎
臓病協会の共催で、「保健師のための慢性腎臓病（C
KD）対策WEBセミナー」をzoomウェビナーで開
催した。事前登録では1200名を超える方の登録が
あり、CKD対策への関心がうかがえた。当日の模
様は、研究班のHPにてオンデマンド配信を行って
いる。 
日時：2023年12月16日（土） 14:30〜15:30 
会場：zoomウェビナー 
オンデマンド配信：https://ckd-research.jp/topics/
webseminoar_20231216_ondemand/ 
 

 
(3) 検診結果に基づく保健指導、受診勧奨の推進   

1) 健診受診者に対する保健指導および受診勧奨

等のフィードバックの実態調査 

それぞれの実情により悉皆的な実態把握が困難

な保険者が多く、調査が遅延した。 
2）５つの健康習慣による生活習慣スコアリング

を活用した保健指導の推進 
生活習慣の経年的変化（行動変容）の評価が可能

な基本的な帳票が作成された（図 1, 2）。 

 

上記帳票を基盤に全県、人口の多い市町村などよ

り大きな集団で予備的に検討した結果、特定保健

指導実施群では非実施群と比して翌年の生活習

慣スコアの改善率ならびに特定健診継続受診率

が高い傾向を認めた。また基準年のスコアが低い

群（0-2 点）に比してスコアが高い群（３点以上）

で高血圧、糖尿病、CKD（蛋白尿）の新規発症の

オッズ比が低い傾向が観察された。但し個別の市

町村レベルではこの傾向にばらつきが見られた。 
 

3．診療水準の向上 

(1) 移行期医療（トランジション） 

2023年 5月 29日に 115施設に施設調査票・症例調

査票の送付を行った。施設調査票は合計 58施設（回

収率 50。4％）、症例調査票は 68施設（回収率 59。

1％）から回答が得られ、小児科・未転科群 1153例、

小児科転科群 646例、成人予定転科例 246例、成人

予定外転科例 33例の調査票を回収した。施設調査

の移行プログラムや移行コーディネーターを有す

る施設は小児・成人いずれも依然として少なかっ

た。未転科症例と転科症例の疾患背景や合併症の

有無、他科受診の頻度、医療機器の使用頻度、常用

薬の有無については、差は認めなかった。知的障害

の頻度は未転科群でやや多い傾向があった。 

 

(2) 高齢CKD患者、透析・移植後患者のCOL維持向

上 

調査時期は 2023 年 11月で、腎移植患者回答数 

146 件で、男女比 76：69、60〜70歳代の回答 100

例（68％）であった。移植後の生活の向上が 90％

以上の回答者で認められた。就労状況は、就労 39

人、非就労 83人で、就労者のうち正社員：非 

正社員は 3：2、就労日数は週５日が多くを占めた。 

障がい者枠使用は 15 例、非使用は 40 例であっ

た。年収は 100 万円未満 2 例、300 万未満 22 例、

500万未満 11例、1000 万未満 14例であった。（移

植者就労状況については両立支援に関する基礎デ

ータとして、腎疾患政策研究事業 中川班研究

23FD1003と合同して報告予定である。） 

 また高齢 CKD 患者においては、透析を行わない

選択も国内で散見され、AMED 先行研究で、「高齢腎

不全患者の保存的腎臓療法」が刊行されている。我

が国では、保存的腎臓療法の緩和ケアの指針は 

まだないが、台湾の末期腎不全緩和医療は、ガイド

ラインが存在し、その翻訳改定版作成も併せて行

った。 

 

(3) 難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化   
IgA腎症、ネフローゼ症候群、急速進行性糸球体

腎炎（全身性血管炎を含む）、多発性嚢胞腎、全身

性エリテマトーデスに伴うループス腎炎を対象と

して指定難病臨床調査個人票データを活用した診

断・重症度分類の検証および、クリニカルインジケ
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ータ調査を行い、論文も報告した。「深層学習を応

用した難治性腎疾患の階層化に関する研究」に着手

し、論文を報告している。 

腎臓病総合レジストリ（J-KDR/J-RBR）では、登

録された腎臓病患者約４万例の追跡及び今後の追

加登録（腎生検施行例年間4,000例）を進め、IgA腎

症、ネフローゼ症候群、急速進行性糸球体腎炎、多

発性嚢胞腎、移行医療の5つのワーキンググループ

の個別研究を関連学会と連携して推進している。J

-RBRを用いた臨床データおよび病理組織学的診断

の疫学的解析を報告した。新J-RBRについては、腎

病理組織のバーチャルスライド登録が可能となっ

ている。 

2020年版ガイドラインに関するアンケート調査

も報告した。現在、このガイドラインの改訂を進め

ている。並行して2014年版および2017年版と継続し

て採用された推奨に関して、J-CKD-DBおよびJ-CKD

-DB-Exを用いたプロセス、アウトカム調査用のQIを

作成している。 

(4) 尿中アルブミンの測定診療報酬化 

現状では、UAE/UPE比が一定という前提のもとで、

CKDの病態をより正確に反映するUAEを、生理的な蛋

白成分などが混在するUPEの測定で代替している。

しかし、UPEが50mg/gCr未満という低蛋白濃度下で

は、UAE/UPE値が一定値を取らず、UAE値の推定は困

難と考えられた。よって、UPEでは発見も治療効果

の評価も行なえなかったこの尿蛋白濃度の患者に

対してUAEを測定することで、早期介入が可能にな

ると考えられた。さらに、早期介入による費用対効

果の解析に着手した。 

 

4．人材育成 

１）腎臓病療養指導士の継続的な育成：2023 年 5月

27 日東京医科歯科大学鈴木章夫記念講堂において

認定のための講習会を開催し、現地およびオンデ

ィマンドを合せて数百名の参加があった。認定試

験には 492 名の応募があり、2024 年 2 月 4 日に認

定試験を実施、受験者 327 名中 322 名が合格とな

った。1～7 回合計の資格認定者の合計は 2,726 名

であるが、1～2 回認定者の未更新による資格喪失

者を除いて、現在の資格保有者は 2,394 名となっ

た。本年度の資格更新は 562名（昨年は 93名）で

あった。 

 

２）腎臓病療養指導士の地域差是正：地域の実情に

見合った支援が必要なことから、各都道府県の連

携協議会の設立状況をアンケート調査したところ、

すでに 7府県で設立されていることが判明、J-CKDI

ブロックとの連携が取れている府県もあった。今

後は各都道府県への設立を推進し、連携の会を中

心に地域毎に活動を行い、療養士の育成や支援を

進める。 

 

３）多職種連携の推進とエビデンス構築：多職種連

携の多施設共同研究（全国の24施設、3015名が参加）

により、多職種介入がCKDステージG3～G5において

腎機能悪化を抑制することが明らかとなった（Abe

 M, Kaname S, Clin Exp Nephrol, 2023, Abe M, 

Kaname S, Front Endocrinol 2023, Abe M, Kanam

e S, Kidney Res Clin Pract 2023）。また、この

成果を含めた多職種連携のためのマニュアルを作

成し（「CKDケアのための多職種連携マニュアル」p

df版、 要 伸也監修、全100ページ）、これを厚労科

研要班ホームページにアップした。 

 

5．研究の推進：研究開発・国際比較 

(1) AMED,厚労省等の公的研究 

日本腎臓学会としての研究費総獲得数は194件で9

3億4669万円、内訳はAMED51件51億688万円、JST71

件5億8145万円、厚労科研72件36億5836万円であっ

た。 

研究の種類で最も多かったのが病態解明であり68

件であった。次に多かったのがCKD対策で24件、そ

の他難治性疾患事業は22件、新規治療法は13件な

どであった。厚労科研はCKD対策が最も多く、AMED

は難治性疾患事業、JSTは病態解明が最も多かった。 

 

(2) 海外の CKD診療体制、ESRD・腎代替療法（RRT）

の実態の調査を行う。 

 我が国においてはKDIGOが推奨する上記4剤はほ

ぼ使用可能であり、RA系阻害薬の使用については

ほとんどの国で障壁はないものの、その他の薬剤

については保険でカバーされていないこと、高額

であることなどの理由により、投与が積極的に行

えていない現状が見えてきた。 High income 

countryでさえもSGLT2阻害薬やMRAの使用につい

ては使用できないもしくは制限があるなど、KDIGO

が推奨している治療薬の使用内容と現実的なCKD

治療内容にはかなり隔たりがあることが明らかと

なった。今後はその内容の分析を進める。 

 

 

(3) 疫学調査 

1) CKD患者数の実態調査 

2005年のCKD患者数の調査では特定健診データ、各

地のコホート研究データが用いられている。本調査

においても、上記データを用いて、年次的な推移な

どを調査することも検討したが、地域に偏りがある

ことや、会社の健診データを使用することは個人情

報保護の観点から利用が難しいこともあり、NDBデ

ータを用いた解析を行うこととした。NDBデータを

用いた解析では全患者データによる解析と部分抽
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出データによる解析を並行して行うこととした。 

 全国規模国保組合、全国協会けんぽ、自治体国保

データでのCKD有病割合推定アルゴリズムを設計し

た。 

2) CKD患者数に影響を与える因子の解明 

全国協会けんぽデータベース（就労世代の被保険者

数2500万人）および全国自治体国保データベース（6

5歳以上の被保険者数300万人）を対象として、過去

の健診受診状況等で重み付けを行うと、30-64歳に

おけるCKD頻度はGFR<60, 蛋白尿をCKDと定義する

と17.08%となり、20歳以上64歳以下が6838万人いる

ことから、20歳以上64歳以下のCKD患者は1168万人

と推定される。また、65歳以上におけるCKD頻度は2

5.36%となり、65歳以上が3623万人いることから、6

5歳以上のCKD患者は919万人と推定される。これら

の推計からわが国のCKD患者数は2000万人以上も存

在する可能性があり、今後、NDBデータなどのさら

なる解析が必要となる。 

 

6．情報発信、広報 

2023年3月に新規HPを立ち上げた。 

https://ckd-research.jp/ 

都道府県ごとのCKD普及啓発活動・CKD医療連携の

スライドに加え、各県の人口当たりの年齢階層別

新規透析導入率、腎臓専門医数、腎臓病療養指導士

数の推移を掲載した。また、CKD啓発動画とリーフ

レット資材を作成し、HPに掲載した。随時情報を更

新している。 

 
Ｄ．考察 
令和元年～3年度の、厚生労働省政策研究班「腎疾
患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理およ
び新たな対策の提言に資するエビデンス構築」研究
に引き続き、これらをさらに推し進めることを本研
究の目的としている。 
普及・啓発活動は、CKD患者を対象としたもののみ
ならず、未病の国民へのアプローチや、蛋白尿と腎
疾患の関連にまで踏み込んだ啓発資材の開発など、
その活動の幅に広がりを見せている。このような取
り組みは、腎疾患の早期発見・重症化予防の観点で
重要な意味をもつと考えられる。また開発された普
及啓発資材とともに都道府県における診療連携体
制構築の情報を共有できるホームページの役割は
大きく、今後さらなる各地でのCKD対策を推進する
上でのプラットホームとなることが期待される。尿
中アルブミンの測定診療報酬化は現在その費用対

効果を明らかにするための解析が行われているが、
より精緻な腎疾患診療の実現のため、またCKD 診療
実態の国際比較のためにも早期に測定可能な環境
を整える必要がある。CKDの進行抑制に対する多職
種介入の重要性が明らかとなりつつある今、腎臓病
療養指導士の役割は大きくなってきている。年々着
実に資格保有者は増加しているが、地域の実情に見
合った支援を実現するためにも、今後も人材育成は
重要な課題である。 
 
Ｅ．結論 
腎疾患検討会報告書では、今後のCKD対策の全体目
標が設定されている。1）CKDを早期に発見･診断し、
良質で適切な治療を早期から実施・継続することに
より、CKD重症化予防を徹底する。2）同時に、CKD患
者（透析患者及び腎移植患者を含む）のQOLの維持
向上を図る。2028 年までに、年間新規導入患者数
を 35,000 人以下に減少させる（2016 年度、約39
000人）。透析・移植患者のQOLの維持向上も企図さ
れているのが特徴である。 
これまでの5年間の活動で、各分科会研究で一定の
成果をあげてきている。CKDの早期発見・重症化予
防、そして新規透析導入患者数の減少といった本研
究の目標を達成することがこの研究班の使命であ
る。最終年度を迎えるにあたり、これまでの成果を
より鮮明に可視化、発信していけるよう腎臓学会、
腎臓病協会等と連携して、継続的にオールジャパン
体制で取り組む必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
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25） 柏原直樹 .ビッグデータが明らかにする

CKD 診療の実態 . 日本内科学会雑誌

112(5):812-822. 2023 年 5 月 
26） 角谷裕之, 柏原直樹. 高齢腎不全患者の最

新動向と今後の課題. 臨床栄養 142(5):662-
668. 2023 年 5 月 

27） 岡田浩一. 腎不全患者の予後と予測式の

開発、日本腎臓学会誌 2023;65(7):876-87 
 
2. 学会発表 
1） Seiji Kishi, Takaya Nakashima, Tadahiro 

Goto, Hajime Nagasu, Naoki Kashihara. 

Association of Serum Magnesium 

Concentration with Renal Prognosis in 

Patients with CKD. American Society of 

Nephrology(2023.11.2 Philadelphia, USA) 

2） 柏原直樹. 国策としての CKD対策-腎臓病の

克服をめざして-. 第 55 回九州人工透析研

究会総会. 2023.11.26、別府市 

3） 柏原直樹. 腎性貧血の課題と解決策 ～腎

臓病の克服をめざして～.第 53 回日本腎臓

学会西部学術大会. 2023.10.7、岡山市 

4） 柏原直樹.「地域で診る CKD と腎性貧血～

連携事例と今後の展望～」腎性貧血の課題

と解決策～腎臓病の克服をめざして～第 53

回日本腎臓学会西部学術大会(2023. 10. 7-

8 岡山市) 

5） 柏原直樹. 日本腎臓病協会の挑戦 ―腎臓

病の克服をめざしてー. 第 53回日本腎臓学

科東部学術大会. 2023.9.16、仙台市 

6） 梅林亮子、内田治仁、内山奈津実、田中景子、

杉山 斉、有元克彦、平松 信、柏原直樹、和

田  淳 . 岡山県における透析患者の現

状:ODN Survey(Okayama Dialysis Network 

Survey).第 66 回日本腎臓学会学術総会

(2023. 6. 9-11 横浜市) 

7） 柏原直樹. 「保存的腎臓療法（CKM）の実際

と展望（JSN/JSDT 共同事業企画運営委員会

企画）」高齢腎不全患者に対する保存的腎臓

療法（CKM）.第 66回日本腎臓学会学術総会. 

2023.6/11、横浜市 

8） 神田英一郎、安達泰治、佐々木環、柏原直樹. 

CKD の医学概念と患者データを統合した

CKD 病態ネットワークの開発. 第 66回日本

腎臓学会学術総会. 2023.6.10、横浜市 

9） 伊藤孝史、内田治仁、柏原直樹. NPO 法人

日本腎臓病協会の 5 年間の活動. 第 66回

日本腎臓学会学術総会. 2023.6.09、横浜市 

10） 祖父江理、中川直樹、長洲一、柏原直樹. J-

CKD-DB の成果.第 66回日本腎臓学会学術総

会 2023.6.9、横浜市 

11） 柏原直樹.包括的慢性腎臓病データベース

（J-CKD-DB）の構築とその利活用の展望. 

第 31回日本医学会総会. 2023.4.22、東京 

12） 岡田浩一：腎線維化への挑戦、そしてＣＫ

Ｄ対策へ（大会長講演） 第 66回日本腎臓

学会学術総会 2023年 6月 10日横浜 

13） 岡田浩一：日本のＣＫＤ対策の現状：腎疾

患対策検討会報告書の発出５年目を迎えて

（シンポジウム） 第 66回日本腎臓学会学

術総会 2023 年 6月 10日横浜 

14） 岡田浩一：ＣＫＤ診療ガイドラインについ

て（教育講演）第５３回日本腎臓学会東部学

術大会 2023 年 9月 16日仙台 
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（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 該当なし 
 
 2. 実用新案登録 
 該当なし 
 
 3.その他 
 該当なし
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別添４                                                   
厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 
研究代表者：柏原直樹（川崎医科大学） 

 
分担研究報告書 

 
普及、啓発：普及啓発資材の開発 

 
研究分担者：中川 直樹 旭川医科大学・准教授 
研究分担者：内田 治仁 岡山大学・教授 
研究分担者：今澤 俊之 国立病院機構千葉東病院・統括診療部長 
研究協力者：桒原 孝成 熊本大学・准教授 
研究協力者：長洲 一  川崎医科大学・准教授 

 

A．研究目的 

 国民、医療者を対象に CKD 早期発見、受診勧奨、

専門医受診に資する資材を作成する。 

 

B. 研究方法 

◯普及啓発資材活用の実態調査                                                    

 全国で使用されている普及啓発資材を調査し、

好事例や課題について抽出し、資材の開発に活用

する。 

 

◯普及啓発資材の開発 

 未病の国民、生活習慣病等 CKD リスクを有する

国民に対し、CKDの重要性の啓発にフォーカスした

平明な内容の普及啓発資材資材を開発する。 

 さらに、尿異常の検査結果のみかた、蛋白尿の重

要性を説明する資材を開発する。 

 

（倫理面への配慮）本事業では個人情報は扱わな

い。 

 

C. 研究結果 

＜普及啓発資材の開発＞ 

①未病の国民を対象とした CKD啓発資材 

以下のコンセプトで開発資材の開発を進めた。 

対象：CKD を知らない、CKD ステージ G1/2、20-40

代の未病の国民 

コンセプト：腎臓（の働き）の認知, CKD の認知 

目指す行動変容：腎臓への関心を持つ/年１回健診

に行く 

提供する情報：腎臓の働き/腎臓の位置・大きさ/ 

健診での指標/腎臓が病気になるとどうなるか/ 

CKDにならない生活習慣、等 

手法：クイズや驚きを与える情報で興味をひく 

「そうなの？」「なるほどね」 

用途：健診時や市民公開講座参加者に配布 

＜未病の国民向け啓発資材＞ 

    表紙     裏表紙 

          

中面 

研究要旨 

 医療従事者、行政機関、患者・家族、国民全体に慢性腎臓病（CKD）について普及啓発を行いより多くの

人が腎疾患対策を主体的に実践する体制を構築することを目標とし、対象者（未病の国民、生活習慣病等

CKDリスクを有する国民）に応じた適切な資材の開発を進めた。さらに、尿異常の検査結果のみかた、蛋

白尿の重要性を説明する資材を開発した。 
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②生活習慣病等 CKD リスクを有する国民を対象と

した CKD 啓発資材 

以下のコンセプトで開発資材の開発を進めた。 

対象：CKDリスク（高血圧/糖尿病/メタボ/ 

心臓病/過労・喫煙）がある/何らかの通院をしてい

る/症状なし/40-70代 

コンセプト：CKDとリスク因子の啓発/eGFRの周知 

目指す行動変容：受診する（eGFR 値により専門医

受診）、生活習慣の改善 

提供する情報：CKDと生活習慣病/CKDリスク因子/ 

eGFR値と行動/CKDの CVDリスク/CKDにならない生

活習慣/重症化の流れ 

手法：リスクのセルフチェック（基礎疾患/生活習

慣）/グラフ・図による訴求 

 

＜CKD リスクを有する国民向け啓発資材＞ 

 

 

③蛋白尿の重要性を説明する啓発資材 

以下のコンセプトで開発資材の開発を進めた。 

対象：蛋白尿を指摘されたことがある国民  

コンセプト：蛋白尿の啓発/健診受診重要性の周知 

目指す行動変容：蛋白尿を放置せず、受診する（蛋

白尿陽性により専門医受診） 

提供する情報：健診での尿所見のみかた、蛋白尿・

血尿を認める機序（糸球体障害）、蛋白尿を放置し

た場合の危険性（末期腎不全のリスク）、医療機関・

腎臓専門医を受診する目安 

 

＜蛋白尿の重要性を説明する啓発資材＞ 
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D. 考察 

本 WG では、医療従事者、行政機関、患者・家族、

国民全体に慢性腎臓病（CKD）について普及啓発を

行い、より多くの人が腎疾患対策を主体的に実践

する体制構築に資する「啓発資材の決定版」の作成

を目指した。 

 昨年度までの本研究版では、国民を対象とした

CKD（検尿、eGFR 測定）啓発資材（チラシ、動画等）

を作成してきた。また全国の啓発イベントで活用

できる CKD 理解の普及を目的としたクイズパネル

や、全国の市民公開講座等で使用する共通の

PowerPoint一式を作成して利用可能としてきた。 

 今年度は CKD発症抑制を第一優先とし、「未病の

国民に対する資材」と「生活習慣病等 CKDリスクを

有する国民に対する啓発資材」の開発を行った。さ

らには「蛋白尿の重要性を説明する啓発資材」の開

発も進め、全国の慢性腎臓病対策部会のブロック

代表、地区幹事への配布を行った。 

 当研究班で開発した資材も必要に応じて利活用

していくことで、さらなる普及啓発が進むことが

期待される。 

 

 

E. 結論 

新型コロナウイルス感染症が 5 類へ移行し、社会

経済活動の活性化に伴い、全国各地で感染対策を

徹底しつつ、従来の講演会、市民公開講座などの啓

発活動の開催数も徐々に回復している。ブロック

単位や県単位での実態調査と情報交換を実施する

ことにより、今後の CKD の普及、啓発を実践する

上での課題を浮き彫りにすることが可能となる。

今後も様々な場面で使用可能な普及啓発資材を作

成し、さらには患者会や行政との連携を強化する

ことで、CKDの早期発見・重症化予防に繋がること

が期待される。 

 

 

G. 研究発表 

1.  論文発表 

1) Okubo R, Kondo M, Imasawa T, et al. 

Health-related Quality of Life in 10 years 

Long-term Survivors of Chronic Kidney 

Disease: A From-J Study. J Ren Nutr. 

2024;34(2):161-169.  

2) 今澤俊之. 変革期にある慢性腎臓病（CKD）の

診療. 医療の広場/第 64巻第 3号（2024.3）

Page18-27 

2.  学会発表 

1) 大西康博、内田治仁、ほか. 岡山市 CKDネッ

トワーク(OCKD-NET)における CKD病診連携 12年

後の追跡調査. 第 66回日本腎臓学会学術総会、

パシフィコ横浜、横浜市、2023 年 6月 9日～11

日 

2) 内田治仁. 慢性腎臓病（CKD）の普及啓発～こ

の 5年間を振り返る～. 第 66回日本腎臓学会学

術総会、パシフィコ横浜、横浜市、2023 年 6月 9

日～11日 

3) 伊藤孝史、内田治仁、柏原直樹. NPO法人日本

腎臓病協会の 5年間の活動. 第 66回日本腎臓学

会学術総会、パシフィコ横浜、横浜市、2023 年 6

月 9日～11日 

4) 田中景子、内田治仁、ほか. 岡山市 CKDネッ

トワーク（OCKD-NET）2の登録時データ解析～

OCKD-NET1との比較. 第 66回日本腎臓学会学術総

会、パシフィコ横浜、横浜市、2023 年 6月 9日～

11日 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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別添４ 
厚生労働推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業）  

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築  
 

分担研究報告書  
 

普及、啓発：地域における普及啓発活動の評価 
 

研究分担者 福井 亮 東京慈恵会医科大学 講師 
 
研究要旨 普及、啓発：地域における普及啓発活動の評価（○福井） 

2019年度から開始している、日本腎臓病協会（JKA）の全国アンケートの2022年度の調査等によると、全
国の啓発活動数は増加傾向であった。しかし、アンケートの回収率は100％ではなく、情報の把握状況にも
地域差があることが課題と考えられる。また、啓発活動は多様化しており、方法や規模も様々であるため、
今後は活動の件数のみならず、腎疾患対策検討会報告書にも示されている「より計画的、効率的・効果的な
普及啓発活動の実施」を評価するための方法の策定が必要である。現場に低負荷な調査方法として、2023年
度はWebアンケートを行う予定であり、国の中間評価等に基づいて改訂案を作成した（資料1）。回答票の保
存機能により、各都道府県から1つの回答票が提出されるようにすることで、回収率の向上と、各地の担当
者間の連携強化・情報収集力の向上につながることも期待される。 

 
A.研究目的  
医療従事者、行政機関、患者・家族、国民全体に

CKDについて普及啓発を行い、より多くの人が腎疾
患対策を実践する体制を構築することを目標とす
る。 
 
B.研究方法 

・普及啓発活動を実施する際には、日本腎臓病協会 
（JKA）に後援依頼をするようお願いし、その数を 
集計した。2022年度の地域ごとの普及啓発活動（市 
民公開講座など）の実施数の経年的な変化等につい 
て調査した。また、2019年度から開始しているJKA 
の各都道府県代表、地区幹事への年度末アンケート 
調査（表1）によって、JKA未申請分の活動数、活動 
の形態や媒体等の調査も行なった。  
・2023年度の調査にむけて、啓発活動が十分でない 
地域に対する調査を充実させるとともに、現場に低 
負荷で実施可能な調査方法の開発を行なった。 
 
（倫理面への配慮） 
  該当なし 

 

C.研究結果 
１）JKAに申請のあった普及啓発イベント数は、 
2020年度は30件、2021年度は110件、2022年度は135
件と増加傾向であった。 
２）2022年度のアンケート結果 
・回収数は、47都道府県中37であった。2021年度と
比較した各都道府県におけるCKDの普及啓発活動の
調査のまとめを表2に示す。 
・JKA未申請分の啓発活動の実施数は144件から255
件に増加していた。活動形態としては、公開講座、
講演会、研修会、街宣活動の形式を問わず増加して
いた。健康フェスタや減塩イベントと連携した好事
例も見られた。使用した媒体としては、新聞、ラジ
オ、テレビ、雑誌、行政広報などが増加していた。
また、SNSやYouTubeなどの動画サイトも利用されて
おり、各地での工夫が伺えた。 
・腎臓病療養指導士や患者会が参加した普及啓発 
活動数は増加傾向であった。しかし、認知度調査の
回数は減少しており、報告会も含めて実施している
地域はさらに限定的であった。 

・対策を進める上での課題として、資金が少ないこ
とやマンパワー不足が増加した。 

D.考察 
・JKAへの後援申請が行われれば、アンケートに頼
らずに啓発活動の実態把握を低負荷に行なうこと
ができるため、その周知や申請方法の簡略化等が期
待される。 
・2022年度の調査によると、全国の啓発活動数は増
加傾向であり、腎臓病療養指導士や患者会と連携し
た活動も増加していると考えられた。しかし、アン
ケートの回収率は100％ではなく、把握状況にも地
域差があることが課題と考えられる。 
・啓発活動は多様化しており、方法や規模も様々で
ある。そこで今後は、活動の件数のみならず、腎疾
患対策検討会報告書にも示されている「より計画的、
効率的・効果的な普及啓発活動の実施」を評価する
ための方法の策定が必要である。 
・現場に低負荷な調査方法として、2023年度はWeb
アンケートを行う予定である。回答票の保存機能に
より、各都道府県から1つの回答票が提出されるよ
うにすることで、回収率の向上と、各地の担当者間
の連携強化・情報収集力の向上につながることも期
待される。 
・2023年10月に国がとりまとめた「腎疾患対策検討
会報告書（平成30年７月）に係る取組の中間評価と
今後の取組について（中間評価）」やこれまでの集
計結果等に基づき「勤労世代への啓発」の調査を加
えるなど、アンケートの改訂案を作成した（資料1）。 
 

E.結論 
2022年度の調査によると、全国の啓発活動数は増

加傾向であった。2023年度は、現場に低負荷な調査
方法として、Webアンケートを行う予定であり、調
査項目案を作成した（資料1）。 
 
G.研究発表 

なし 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 
なし 
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表1 年度末調査票（普及啓発関連を抜粋） 

 

表2 2021/2022 年度の結果の比較（普及啓発関連） 
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資料 1 2023 年度アンケート案（普及啓発関連） 
＜貴都道府県での普及啓発活動の実態や方針について＞ 

報告書では、「より計画的、効率的・効果的な普及啓発活動」が求められています。また、「中間評価」では、

更に推進すべき事項として、「勤労世代等への新たなアプローチ方法についての検討」などが挙げられていま

す。 また、JKA への後援申請により、JKA で情報を把握できますので、ぜひ申請をお願い致します。 
 
問 1：勤労世代（20 代～50 代）を主な啓発対象とした活動（JKA に後援申請したものも含む）を実施してい

ますか？  
→（回答：はい・いいえ） 
 
問 2：問 1 ではいと回答した場合、活動の実施数をお答え下さい。 
 
問 3：問 2 のそれぞれの活動について当てはまるものをお答え下さい （複数回答可） 
(1) 企業と連携した活動（具体的に記載下さい） 
(2) 産業医と連携した活動 （具体的に記載下さい） 
(3) 健保組合等と連携した活動（具体的に記載下さい） 
(4) 健診施設と連携した活動 （具体的に記載下さい） 
(5) オフィス街での活動（具体的に記載下さい） 
(6) SNS を用いた活動 （具体的に記載下さい） 
(7) その他（他県での活動に参考となる情報等についてご記入下さい）" 
 
問４：貴都道府県での普及啓発活動の方針に当てはまるものをお答え下さい（複数回答可） 
(1) 例年の活動を継続している  
(2) 自施設の近隣で実施している  
(3) 人口の多い地域で実施している  
(4) 行政からの要望に応じて実施している 
(5) 医師会からの要望に応じて実施している 
(6) 患者会からの要望に応じて実施している 
(7) 企業からの要望に応じて実施している 
(8) 活動が不十分な地域や対策が遅れている地域で実施するようにしている 
(9) 厚労科研等の予算を用いて実施している 
(10) 自施設の予算を用いて実施している 
(11) その他（他県での活動に参考となる情報等についてご記入下さい） 
 
問 5：貴都道府県での非医療者への普及啓発活動の効果検証方法に当てはまるものをお答え下さい（複数回答

可） 
(1) 啓発活動後にアンケートを配布している 
(2) 定期的に CKD の認知度調査を実施している   
(3) 健診受診率を指標としている 
(4) 受診勧奨数や、受診に至った割合や実数を指標としている 
(5) 保健指導実施数を指標としている。  
(6) その他（他県での活動に参考となる情報等についてご記入下さい） 
 
問 6：貴都道府県での医療者への普及啓発活動の効果検証方法に当てはまるものをお答え下さい（複数回答

可） 
(1) 専門医への紹介基準の遵守率を指標としている 
(2) 専門医への紹介基準に則った紹介件数を指標としている 
(3) 専門医への紹介件数を指標としている 
(4) 受診勧奨数や、勧奨後に受診に至った割合や実数を指標としている 
(5) 保健指導実施数を指標としている  
(6) その他（他県での活動に参考となる情報等についてご記入下さい） 
 
問７： 低予算、低負荷等、持続可能性が高いと考えられる活動事例をご記入下さい（JKA への申請の有無、

効果の程度、効果検証実施の有無は問いません）。（自由記載）                                                                                                           
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厚生労働推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業）  
腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築  

 
分担研究報告書  

 
診療連携体制構築：実態調査 

 
研究分担者 福井 亮 東京慈恵会医科大学 講師 

 
研究要旨 診療連携体制構築：実態調査（○福井） 

2019年度から開始している、日本腎臓病協会（JKA）の全国アンケートの2022年度の調査によると、診療
連携体制構築は推進していると考えられた。しかし、アンケートの回収率は100％ではなく、把握状況にも
地域差があることが課題と考えられる。今後は、診療連携についての数のみならず、質の向上等の調査も必
要と考えられる。また、国が都道府県を対象として実施している調査では、腎疾患対策検討会報告書の評価
指標にある市区町村単位の情報は得られにくいことから、JKAアンケートで補完することも考慮して、調査
項目の改訂案を作成した（資料1）。現場に低負荷な調査として、2023年度はWebアンケートを行う予定であ
り、回答票の保存機能により、各都道府県から1つの回答票が提出されるようにすることで、回収率の向上
と、各地の担当者間の連携強化・情報収集力の向上につながることも期待される。 

 
A.研究目的  
自覚症状に乏しい慢性腎臓病（CKD）を早期に発

見・診断し、良質で適切な治療を早期から実施・継
続してCKD重症化予防を徹底するために、かかりつ
け医、メディカルスタッフ、腎臓専門医療機関等が
連携して、地域におけるCKD診療体制を充実させる
こと。 
 
B.研究方法 
腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制構築 

を推進する。各地の診療連携体制構築の実態を調査、
把握する。2019年度から開始したJKAの各都道府県 
代表、地区幹事への全国アンケート調査（表1）を 
2022年度も継続し、経年的な変化を評価した。 
 
（倫理面への配慮） 

該当なし 
 

C.研究結果 
・アンケートの回収数は、47都道府県中37であった。
2020/2021年度と比較した各都道府県における診療
連携体制構築に関する調査のまとめを表2に示す。 
・会議体の設置は増加傾向であり、回答のあったほ
ぼ全ての地域で設置されていた。また、会議体数も
増加傾向であり、特に行政との連携が強いと推測さ
れる都道府県単位のものも着実に増加していた。 
・専門医リスト作成（22件）、紹介基準周知（30件）、
CKD連携制度の有無（28件）については、既に多く
の地域で実施されてはいるものの、2021年度とほぼ
同数であった。また、連携制度数（81件）は、前回
（91件）よりも減少していた。 
・行政（33件）、糖尿病対策（34件）、医師会（33
件）との連携はほぼ全ての地域で構築されていた。
また、歯科医師会（9件）、薬剤師会（19件）、栄養
士会（17件）との連携は地域により差があり、前回
とほぼ同数であった。 
 

D.考察 
・2022年度の調査によると、全国の診療連携体制構
築は推進していると考えられた。しかし、アンケー

トの回収率は100％ではなく、把握状況にも地域差
があることが課題と考えられる。 
・様々な診療連携に関する「数」は増加してきたも
のの、ほぼ完了、あるいは、マンパワー不足などの
理由によりやや頭打ちの状況である可能性がある。
そこで今後は、数の増加のみならず、連携の質の向
上や、連携体制でカバーできている市区町村の範囲
といった全体像の把握、好事例の共有、今後の方針
等の調査も必要と考えられる。 
・紹介基準に則った紹介の詳細等は、腎疾患対策検
討会報告書の評価指標例に挙げられてはいるが、多
くの地域では把握が困難と考えられるため、本調査
ではなく定点観測地域で把握する必要がある。 
・現場に低負荷な調査方法として、2023年度はWeb
アンケートを行う予定である。回答票の保存機能に
より、各都道府県から1つの回答票が提出されるよ
うにすることで、回収率の向上と、各地の担当者間
の連携強化・情報収集力の向上につながることも期
待される。 
・2019年度から毎年国が実施している、各都道府県
における「腎疾患対策に関する調査」（https://ww
w.mhlw.go.jp/content/10905000/001150830.pdf）
では、I. CKD診療連携体制の構築について、II. 新
規透析導入患者数の把握等について、III. 腎疾患
対策の普及啓発について、という項目があり、特に
I.では、会議体の設置、紹介基準の周知、専門医リ
ストの作成等があることから、JKAのアンケートと
の連携が望まれる。一方で国の調査では、報告書の
評価指標である市区町村単位の情報は得られにく
いことから、JKAアンケートで補完することを考慮
して調査項目の改訂案を作成した（資料1） 
 

E.結論 
2022年度の調査によると、全国の診療連携体制構

築は推進していると考えられた。2023年度は、現場
に低負荷な調査方法として、Webアンケートを行う
予定であり、調査項目案を作成した（資料1）。 
 
G.研究発表 

なし 
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H. 知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む。） 
 なし 
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表1 年度末調査票 （診療連携関連を抜粋） 

 
 
表2 2020～2022年度の結果の比較のまとめ 
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資料1 R6年度アンケート案（診療連携関連） 
＜貴都道府県での CKD 対策に関する会議体の設置と検討内容について＞ 

2018 年 7 月に通知された「腎疾患対策検討会報告書  ～腎疾患対策の更なる推進を目指して～ 

https://www.mhlw.go.jp/content/10901000/000332759.pdf」（以下、報告書）の第 1 の KPI（成果目標）とし

て、「地方公共団体は、地域の実情に応じて本報告書に基づく腎疾患対策に取り組む」とあります。また、そ

の評価指標として、市町村単位での対策の取組状況、糖尿病性腎症重症化予防プログラムを活用する市町村

数が挙げられています。 
 
問１：貴都道府県では、CKD 対策に関する都道府県単位の会議体が設置されていますか？糖尿病性腎症重症

化予防プログラム、蛋白尿や eGFR に基づいた健診後の受診勧奨等を検討する会議体も含みます。  
→（回答：はい・いいえ） 
 
問２：問１ではいと回答した場合、会議体名をお答え下さい。（複数回答可） 
 
問３：問２の会議体での検討内容をお答え下さい（複数回答可、複数の会議体のいずれかで検討している内容

も全て回答下さい。）。 
(1) 健診受診率の向上 
(2) 健診後の受診勧奨や保健指導の充実 
(3) 腎臓専門医・腎臓専門医療機関への紹介基準の周知･活用 
(4) 腎臓専門医･専門医療機関リストの作成 
(5) 治療継続率の向上 
(6) 糖尿病性腎症重症化予防プログラムの充実や CKD 対策との連携 
(7) 健診データの活用 
(8) 循環器疾患や高血圧対策の活用 
(9) CKD 対策ホームページ（または関連ページとのリンクでも可）の活用 
(10) 市民への啓発活動の実施 
(11) 医師向けの啓発活動の実施 
(12) メディカルスタッフ（看護師、保健師、栄養士、薬剤師等）向けの啓発活動の実施 
(13) CKD シールの活用 
(14) JKA や厚労省研究班が作成した啓発資材の活用 
(15) 新規透析導入患者数の低減 
(16) その他（他県での活動に参考となる情報等についてご記入下さい） 
 
問４：貴都道府県では、CKD 対策に関する市区町村単位の会議体が設置されていますか？糖尿病性腎症重症

化予防プログラム、蛋白尿や eGFR に基づいた健診後の受診勧奨等を検討する会議体も含みます。 
→（回答：はい・いいえ） 
 
問５：問４ではいと回答した場合、会議体名と、それぞれの会議体が対象とする市区町村名、行政と医師会の

参加の有無（それぞれにチェック）をお答え下さい（複数回答可）。 
 
問 6：問 5 の全ての会議体によってカバーする市区町村数は、全体の何％程度かをお答え下さい。 
(1) 100％ 
(2) 80～99％ 
(3) 60～79％ 
(4) 40～59％ 
(5) 20～39％ 
(6)  0~19% 
 
問 7：問５の会議体での検討内容をお答え下さい（複数回答可、複数の会議体のうちいずれかで検討している

内容も全て回答下さい。）。 
(1) 健診受診率の向上 
(2) 健診後の受診勧奨や保健指導の充実 
(3) 腎臓専門医・腎臓専門医療機関への紹介基準の周知･活用 
(4) 腎臓専門医･専門医療機関リストの作成 

23



(5) 治療継続率の向上 
(6) 糖尿病性腎症重症化予防プログラムの充実や CKD 対策との連携 
(7) 健診データの活用 
(8) 循環器疾患や高血圧対策の活用 
(9) CKD 対策ホームページ（または関連ページとのリンクでも可）の活用 
(10) 市民への啓発活動の実施 
(11) 医師向けの啓発活動の実施 
(12) メディカルスタッフ（看護師、保健師、栄養士、薬剤師等）向けの啓発活動の実施 
(13) CKD シールの活用 
(14) JKA や厚労省研究班が作成した啓発資材の活用 
(15) 新規透析導入患者数の低減 
(16) その他（他県での活動に参考となる情報等についてご記入下さい） 
 
問 8：貴都道府県において、千葉県の CKD 対策協力医や、熊本市の CKD 病診連携医のように、動画の視聴

や説明会への参加等の要件を満たした CKD 対策推進に賛同・協力するかかりつけ医が、健診後の受診

勧奨先となることや、専門医療機関への紹介基準等を活用した連携等を行なう制度はありますか？ 
→（回答：あり、なし） 
 
問 9：問７でありと回答した場合、制度の単位（都道府県、市区町村名）をお答え下さい。また、概要（かか

りつけ医の登録要件、登録かかりつけ医数、腎臓専門医療機関数、課題、今後の方針等）についてご記

入下さい。 
 
（参考）千葉県 CKD 対策協力医  

https://chibackd.jp/ 
熊本市 CKD 病診連携医 https://www.city.kumamoto.jp/hpkiji/pub/detail.aspx?c_id=5&id=4852 

 
問 10：貴都道府県での CKD 対策の実態や方針についてお答え下さい。（複数回答可） 
(1) CKD 対策に関する会議体数の増加を進めている 
(2) 既存の会議体での活動内容や連携の質の向上を進めている 
(3) J-CKDI 以外の腎臓専門医の協力を得て、対策を進めている 
(4) 腎臓病療養指導士等のメディカルスタッフの協力を得て、対策を進めている 
(5) 行政の協力を得て、対策を進めている 
(6) 医師会の協力を得て、対策を進めている 
(7) 企業の協力を得て、対策を進めている 
(8) 専門医の不足や偏在等、対策を実践するマンパワー不足が課題である 
(9) 予算の不足が課題である 
(10) その他（好事例や課題等、他県での活動に参考となる情報等についてご記入下さい） 
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腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 

分担研究報告書 

 

診療水準向上/好事例共有・横展開 

 

研究分担者 和田 淳  岡山大学学術研究院医歯薬学域 教授 

向山政志  熊本大学大学院生命科学研究部 腎臓内科学 教授 

成田一衛  新潟大学医歯学系 教授 

山縣邦弘  筑波大学医学医療系腎臓内科学 教授 

古波蔵健太郎 琉球大学病院血液浄化療法部 准教授・部長 

森下義幸  自治医科大学総合医学第 1講座（腎臓内科） 教授 

上條祐司  信州大学腎臓内科 診療教授 

 

 

 

A. 研究目的 

慢性腎臓病（CKD）は成人の 8人に 1人が罹患し

ていると推定され 21 世紀の国民病と言われてい

る。CKD は末期腎不全の強力な危険因子であるの

みならず、生命を脅かす脳心血管疾患の危険因子

であることから、CKD 対策は国民の生命を守る観

点で重要な意義がある。 

平成 20 年に厚生労働省から腎疾患対策検討会

報告書が発出されて以後の 10年間を振り返り、腎

疾患対策の更なる推進を目指して、今後 10年間の

方針を定めた新しい腎疾患対策検討会報告書が平

成 30年に発出された。この中では「自覚症状に乏

しい CKDを早期に発見･診断し、良質で適切な治療

を早期から実施・継続することにより、CKD 重症

化予防を徹底するとともに CKD 患者（透析患者及

び腎移植患者を含む）の QOLの維持向上を図る」

ことを目標として、「普及啓発」、「地域における医

療提供体制の整備」、「診療水準の向上」、「人材育

成」、「研究開発の推進」という 5本柱ごとに今後

実施すべき取組等が整理されている。 

本 WGにおける研究の目的は、この 5本柱の中で

も特に「普及啓発」、「地域における医療提供体制

の整備」における好事例の共有を目的とし、また

今年度はこれらの好事例を横展開することで地域

格差を是正し、診療レベルの均てん化をより推進

することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

先駆的に取り組んでいる地域での好事例を共有

し、かつこれから取り組みを進めていく地域への

研究要旨 平成 30 年 7 月に厚生労働省から発出された腎疾患対策検討会報告書に基づき、今後の腎疾患対

策の更なる推進のための対策 5 本柱を中心に、腎疾患対策が進められてきた。普及啓発や地域における医

療提供体制の整備が各地で取り組まれてきた。本 WGにおいて今年度は腎疾患対策が進んでいる地域を好事

例としてその共有と、全国への横展開のさらなる拡充を図ることを目的とした。昨年度から、J-CKDI にお

ける全都道府県別の普及啓発および診療連携に関する現状をとりまとめホームページに掲載することを取

り組んできたが、年度初めに Web上に公開され、その HP情報を全国各地で共有・通知を行った。 

 

25



よい手本としていつでも活用できる体制を整える

ため、厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研

究事業）腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎

臓病 (CKD)対策の推進に資する研究班（代表・岡

田浩一）と強力に協働し、今年度 2班合同会議に

て研究方法について検討した。 

そこで、日本腎臓病協会（JKA）の中にある

J-CKDI の全国各都道府県代表や各ブロック代表

に依頼し、各都道府県での「普及啓発」および「診

療連携体制」の現状あるいは今後の構想について

のスライド作成を依頼し、集めた紹介スライドを

2 班合同 Web ホームページに掲載し、あらゆる人

が全都道府県の取り組みについて情報を得ること

ができるようにした。 

 

(倫理面への配慮) 

本研究は多施設共同ではあるものの患者さんに

直接関係する情報を集めるものではない。各都道

府県での CKD対策の進捗状況をまとめる際に個人

情報に十分配慮したスライド作成を依頼した。 

 

C. 研究結果 

 全 47都道府県から、「普及啓発」および「診療

連携」に対する取り組みのスライド作成を依頼し、

全都道府県（北海道は北と南あり、福岡県は複数

あり）において上記 2つに対する個別のスライド

を作成した。それらのスライドを 2班合同ホーム

ページ（https://ckd-research.jp/）にとりまと

めて掲載し、公開した。 

（図１） 

 

具体的には上記ホームページの「研究開発の推進」

（図１）をクリックする。次に「全国の取り組み・

年次推移」の項をクリックすると全国地図（図２）

が表示される。ここで閲覧を希望する都道府県を

クリックすることで知りたい都道府県の情報へア

クセスできるようになっている。 

 

（図２） 

 

（図３） 

 

例えば岡山県をクリックすると図３のような形で、

岡山県の普及啓発の取り組みと認知度に関するス

ライドや、診療連携体制構築の取り組みに関する

スライドをいつでもどこからでもダウンロードで

きるようになっている。各都道府県の情報は今年

度最新のものに updateされている。同様に、すべ

ての都道府県の CKD対策の現状も閲覧することが

できる。 

 これらの HP の存在およびその内容を利活用し

てさらなる CKD普及啓発を推進し全国展開するた

めに、今年度は各都道府県での行政関係者および

医療従事者の研修会や、一般住民対象の普及啓発

イベントや市民公開講座などで本 HP の紹介およ

び情報共有を図った。具体的には、R5年度岡山県

においては、医師向けに県内計６つの CKD医療連

携ネットワーク講演会で、行政関係者や保険者、

医療関係者対象の計 12回の研修会で、一般市民向

けには計11回の公開講座/健康教室で本HPの供覧

と見方について情報共有を行った。 

 

D. 考察 
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 今年度の研究を行うにあたり、多くの人に HP

の使い方、見方とともに、全都道府県の情報を活

用することができたのだが、その過程でいくつか

重要な点があった。 

昨年度から今年度にかけて、全ての都道府県の

好事例を共有し横展開を図るうえで、当研究班の

HPの存在をいかに広め、集めた情報の利活用を図

るための方策について検討した。 

 診療連携に関するスライドには、全国都道府県

における CKD医療連携の構築と発展に成功してい

る様々な好事例が紹介されている。ここでいう診

療連携とは、医師同士によるいわゆる病診連携に

加え、CKD 診療にあたる医療従事者、主には腎臓

病療養指導士たる看護師/保健師、管理栄養士や薬

剤師そして理学療法士などとの連携、さらには行

政関係者との連携、といった幅広い連携を包括し

ており、これら多職種による集学的な CKD診療を

意味する。そのため、医師同士が情報交換する勉

強会や、行政関係者同士の研修会、各種保険者と

の連携などあらゆる腎疾患対策に関連する機会に

おいて、HPの存在を知らしめ、アクセスを促すと

いう方法が、手間がかかるようでも確実な方法で

ある。特に行政関係者は比較的頻繁に担当者が変

わっていくことが多いので、毎年丁寧な情報共有

を継続していく必要がある。それぞれの県市町村

でどのような事業が行われているのか、閲覧を促

すことは大変重要である。 

 普及啓発に関するスライドには、一般住民を対

象とした CKD普及啓発のやり方、共有資材が多く

掲載されている。一般住民向けの公開講座や勉強

会において、こういったスライドを自由に閲覧で

きることで、自主的に我が国の CKD対策の現状を

把握することができる。本研究班で作成している

HPの有用性を改めて実感する次第である。一般住

民向けの公開講座は、主として市町村自治体が独

自に計画しているケースが多い。各エリアの行政

と連携しながら、公開講座の中で本 HPに関する情

報を共有していくことが、CKD 認知度向上にもつ

ながることが十分期待できる。 

  

E. 結論 

日本全国各都道府県における「普及啓発」およ

び「診療連携」の現況を記したホームページの存

在を広く流布できた。このことであらゆる人がこ

れらの情報を共有でき、各都道府県における今後

の CKD対策の大いなる参考となり、かつ、発展が

さらにすすんでいくことが期待される。 
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研究要旨 
生活習慣病対策、CKD早期発見・早期治療を推進するため、健診受診者に対する保健指導および受診勧奨
等の実態を調査し、保健指導の推進に資する保健事業評価法を考案・検討した。 

 
A．研究目的 
1) 健診受診者に対する保健指導および受診勧奨等

のフィードバックの実態調査 
健診結果に基づく保健指導、受診勧奨による生活

習慣病対策、CKD 早期発見・早期治療を推進する。 

2）５つの健康習慣による生活習慣スコアリングを

活用した保健指導の推進 
CKD 重症化予防のための保健指導の効果の評価

のためのアウトカム指標として、介在する諸要因

の総合的な効果である新規透析患者数や死亡など

のハードアウトカムや医療費などを設定すること

は必ずしも適切ではない。特定健診のデータを用

いて保健指導の直接的な効果である、住民・患者の

行動変容を定量的・経時的に評価する方法を検討

し、有効な保健指導の推進に資する。 
 
B．研究方法 
1) 健診受診者に対する保健指導および受診勧奨等

のフィードバックの実態調査 

各保険者（国民健康保険、各種被用者保険）にお

ける特定健診・各種検診における腎臓関連検査の

実施状況、検査結果に基づく保健指導および受診

勧奨等のフィードバックの実態（実施状況，基準運

用）、現況の背景となる地域の実情について調査す

る。調査対象：都道府県の国保連合会、協会けんぽ

都道府県支部、調査項目：①特定健診での血清クレ

アチニン（eGFR）測定の有無、②尿蛋白または血清

クレアチン（eGFR）以外（尿中アルブミン定量等）

の腎臓病関連の検査の実施の有無、③尿蛋白また

は血清クレアチン（eGFR）に関するフィードバック

の有無と内容（受診勧奨、保健指導（口頭）、情報

提供（印刷物など））、④フィードバックの基準（フ

ィードバック文例集に準拠、独自の基準）、⑤受診

勧奨にあたっての医師会や医療機関等との連携

（医療機関リストの作成や、連携協定等）の有無、

⑥フィードバック対象者の経年的なフォローアッ

プの有無等。 
2）５つの健康習慣による生活習慣スコアリングを

活用した保健指導の推進 

福島県国民健康保険団体連合会の保健事業の取

り組みとして市町村の KDB データから基準年に

特定健診を受診した住民のデータを抽出し、受診

者の生活習慣を５段階にスコア化し、翌年のスコ

アと集団ならびに個別に比較可能な帳票を作成す

る。生活習慣のスコア化は次の各項目を利用する。

①【BMI】25 kg/㎡未満、②【質問票】たばこは吸

わない、または禁煙に成功した、③【質問票】1 日

30 分以上の軽く汗をかく運動を週２日以上、1 年

以上実施しているかつ、日常生活において歩行ま

たは同等の身体活動を 1 日 1 時間以上実施してい

る、④【質問票】朝食を週に４日以上食べるかつ、

朝昼夕の３食以外に間食や甘い飲み物をほとんど

摂取しない、⑤【質問票】お酒は節酒している（日

本酒なら 1 日 1 合未満またはほとんど飲まない）。

これら①～⑤の項目を満たす場合１点とし、0 点か

ら 5 点を与える。高得点であるほど望ましい生活

習慣と考える。 
上記帳票を用いて集団ならびに個別の生活習慣

スコアの変化を可視化し、基準年におけるスコア

や特定保健指導の有無別に行動変容や生活習慣病

や CKD 発症との関連を県レベル、市町村レベルで

それぞれ予備的に検討する。 
 
C．研究結果 
1) 健診受診者に対する保健指導および受診勧奨等

のフィードバックの実態調査 

それぞれの実情により悉皆的な実態把握が困難

な保険者が多く、調査が遅延した。 
2）５つの健康習慣による生活習慣スコアリングを

活用した保健指導の推進 
生活習慣の経年的変化（行動変容）の評価が可能

な基本的な帳票が作成された（図 1, 2）。 

36



上記帳票を基盤に全県、人口の多い市町村などよ

り大きな集団で予備的に検討した結果、特定保健

指導実施群では非実施群と比して翌年の生活習慣

スコアの改善率ならびに特定健診継続受診率が高

い傾向を認めた。また基準年のスコアが低い群（0-
2 点）に比してスコアが高い群（３点以上）で高血

圧、糖尿病、CKD（蛋白尿）の新規発症のオッズ比

が低い傾向が観察された。但し個別の市町村レベ

ルではこの傾向にばらつきが見られた。

D．考察 
1）健診受診者に対する保健指導および受診勧奨等

のフィードバックの実態調査 

可能な限り広範な対象に対し調査を進めるため

調査対象ならびに調査項目の再検討が必要と考え

られた。 

2）５つの健康習慣による生活習慣スコアリングを

活用した保健指導の推進

帳票の作成により市町村単位での保健指導の直

接的な効果である、住民・患者の生活習慣や健診受

診行動などの行動変容を保健指導実施有無別、保

有リスク別に定量的・経時的に可視化することが

可能となり、保健指導対象者に対する当該年度の

自らの保健指導の効果を検証しつつ、他市町村、県

レベルのデータとの比較により各市町村での保健

指導の方法や内容の PDCA サイクルを回す際の有

用な検討材料とすることができると考えられる。 

また、より長期の経年変化を分析することにより、

住民の行動変容と高血圧症、糖尿病、慢性腎臓病

（蛋白尿、腎機能低下）などの新規発症・重症化と

の関連の解析も可能となると考えられる。

このような KDB からのデータ抽出による帳票作

成や解析、各市町村の保健指導の方法や内容の共

有にあたっては、マンパワーや技術的な観点から

各都道府県レベルの保健当局や国保連合会が市町

村の保健事業の支援の一環として積極的に関与す

ることが重要と考えられる。

E．結論 
全国レベルでの保健指導および受診勧奨等の実

態把握には至らなかった。一方、都道府県レベルで

の保健事業として、５つの健康習慣による生活習

慣スコアリングを活用した住民の行動変容と保健

指導の効果検証を可能とする帳票作成を試み、保

健指導の効果の評価と効果的な改善を通じ、保健

指導の推進に有用である可能性が示唆された。

G. 研究発表

1. 論文発表

なし。

2. 学会発表

なし。

H. 知的財産権の出願・登録状況

1. 特許取得

なし。

2. 実用新案登録

なし。

3. その他

なし
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診療水準の向上：移行期医療（トランジション）成人期に達した小児期発症慢性腎疾患患者の成人医
療への移行（Transition）に関する 

実態把握のための調査研究 
 

研究分担者 石倉健司 北里大学医学部小児科学 教授 
服部元史 東京女子医科大学腎臓小児科 教授 

研究協力者 伊藤孝史 帝京大学ちば総合医療センター第三内科（腎臓内科） 教授 
三浦健一郎 東京女子医科大学腎臓小児科 准教授 
寺野千香子 あいち小児保健医療総合センター腎臓科 医長 

研究要旨 
【研究目的】 
小児期発症慢性腎疾患患者の成人医療への移行（Transition）の実態を明らかにし，その結果を 2014
年度に実施した研究結果と比較して移行期医療の認知/体制の整備の変化，移行を妨げる要因を明らか
にする． 
【研究方法】 
2014 年の調査項目を基本とし移行を妨げる可能性がある医療的要因を調査に追加し調査票の作成を
行った．調査票は施設調査票と，個別の症例調査票として小児科医・小児腎臓内科医用の調査票 2 種
類，成人診療科医師用の調査票 2 種類の計 4 種類を対象患者に合わせて用いた． 
【結果】 
2023 年 5 月 29 日に 115 施設に施設調査票・症例調査票の送付を行った．施設調査票は合計 58 施設
（回収率 50.4％），症例調査票は 68 施設（回収率 59.1％）から回答が得られ，小児科・未転科群 1153
例、小児科転科群 646 例，成人予定転科例 246 例、成人予定外転科例 33 例の調査票を回収した．施
設調査の移行プログラムや移行コーディネーターを有する施設は小児・成人いずれも依然として少な
かった．未転科症例と転科症例の疾患背景や合併症の有無，他科受診の頻度，医療機器の使用頻度，
常用薬の有無については，差は認めなかった．知的障害の頻度は未転科群でやや多い傾向があった． 
【考察】 
移行を妨げる要因として新しい医療システムや病院への不安，成人診療医との連携不足，移行支援開
始時期の遅れやサポート不足，スタッフの不足・施設のサポート不足，患者の病状や知的障害，両親
の社会経済状況などが報告されている．本研究の結果，本邦では医療システムや移行に関わるスタッ
フや施設の認識やサポートが不足していると考えた．合併症を有している症例，複数科受診例，医療
機器の使用をようする例では転科が難しいのではないかと推測していたが，転科群，未転科群の間で
大きな差を認めなかった． 
【結論】 

医学的要因以外が問題である可能性が高く，医師側の意識や体制の問題などが，移行が円滑に進ま
ない大きな原因となっている可能性が高いと考えられた． 
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A.研究目的 
2014 年に「成人期に達した小児期発症慢性腎疾患
患者の成人医療への移行に関する実態把握のため
の調査研究」が行われ，208 施設 3138 症例の回答
が得られた．その結果 2014 年時点では移行プログ
ラム，移行コーディネーターの病院内設置など体
制面での整備が十分ではないこと，調査時点で 25
歳以上の症例の 43.3％が小児科で加療を継続され
ていることが明らかとなった．現在まで学会や公
的研究班が中心となり，移行期医療の必要性・重
要性の啓発が行われ，徐々に移行期医療について
認識が広がってきていると考えられるが，その現
状は明らかではない．2014 年から移行期医療につ
いて認知と体制整備が進んだことが期待され，今
回改めて各施設の現状を調査すること，2014 年の
研究結果と比較を行いながら現在の「移行期医療」
の現状を明らかにするとともに，転科を妨げる要
因を検討することで，今後円滑な移行期医療を進
めるための提言作成を目的として研究を実施した． 
 
B.研究方法 
2014 年の研究結果について改めて分析を行い，
2014 年の調査項目を踏襲しつつ，移行を妨げる要
因を先行研究から分析・抽出し，項目に加えるこ
とを調査方針として決定し，研究計画書および調
査票の作成を行った．また対象施設，対象患者を
以下の通りとした． 
 
対象施設 
1） 日本腎臓学会評議員が在籍している施設・診

療科 
2） 日本小児腎臓病学会代議員が在籍している施

設・診療科 
上記のうち 2014 年度研究に協力が得られた施設・
診療科を対象施設とする．（成人 61 施設，小児 54
施設予定） 
 
対象患者 

1）小児の調査対象施設・診療科でフォローされて
いる小児期発症慢性腎疾患患者で，以下の①，②
のいずれかに該当するもの 
① 2021 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日まで

の間に，小児科医・小児腎臓内科医が成人医療
施設へ紹介した全小児期発症慢性腎疾患患者 

② 2022 年 12 月 31 日時点で，小児科医・小児腎
臓内科医がフォローしている 18 歳以上の小児
期発症慢性腎疾患患者 

2）成人の調査対象施設・診療科でフォローされて
いる小児期発症慢性腎疾患患者で，以下の①，②
のいずれかに該当するもの 
① 2020 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日の間

に 小児科医・小児腎臓内科医または小児泌
尿器科医から紹介を受けて腎臓内科医がフォ
ローされている 18 歳以上の小児期発症慢性腎
疾患患者 

② 2020 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日の間
に小児科医・小児腎臓内科医または小児泌尿
器科医からの紹介なくフォローしている 18 歳
以上の小児期発症慢性腎疾患患者 

 
調査票 
調査票は施設調査票と，個別の症例調査票として
小児科医・小児腎臓内科医用の調査票 2 種類，成
人診療科医師用の調査票 2 種類の計 4 種類を対象
患者に合わせて用いる．調査内容は 2014 年度研究
で使用した調査票を基本とし，移行を妨げる要因
を明らかにすることを目的に項目を追加して作成
した． 
 
調査手順 
倫理委員会承認後に上記調査対象施設（日本腎臓
学会評議員，日本小児腎臓病学会代議員が在籍す
る施設・診療科で，2014 年度調査に協力が得られ
た施設）に対して調査票を送付し，一定期間内に
対象施設から返送を頂く．データを記入した調査
票は，返信用レターパックにいれ，データセンタ
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ーへ郵送される．データセンターは受領した調査
票をデータベース化し，集計を実施する． 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は侵襲を伴わない，かつ介入を行わず，研
究に用いられる情報は匿名化されていることから，
「人を対象とする医学研究に関する倫理指針」で
は個々の研究対象者からインフォームド・コンセ
ントを受けることを要しておらず，本研究におい
ては行わない． 
研究協力者が所属し，事務局であるあいち小児保
健医療総合センターで本研究計画書の倫理審査を
行い承認を得た．ただし研究参加施設における倫
理指針については，既存情報の提供を行うのみで
それ以外には研究に直接関与しない場合には必ず
しも倫理審査は要さないと判断されるため，施設
ごとの判断に従うものとする． 
研究対象者の氏名，イニシャル，カルテ ID は収集
しない．各施設では，番号などを用いて対応表を
作成し，各施設の規定に従って対応表を適切に管
理し，外部への提供は行わない．今回収集する情
報は，各実施施設において適切に対応表管理され，
匿名化された情報であり，調査票送付先となるデ
ータセンターは各実施施設のカルテ情報にアクセ
スすることはできず，第三者が直接患者を識別で
きる情報は入手できない． 
被験者の個人情報の扱いについては，十分に注意
を行い，論文投稿や学会発表等では個人情報が特
定されないようにする． 
 
施設調査票（別紙１参照） 
① 施設種別 
② 移行プログラムの有無 
③ 移行プログラムに対応するメディカルスタッ

フの有無 
④ 移行コーディネーターの有無 
⑤ 移行支援ツール使用の有無 
 

症例調査票（本報告書では成人・予定転科患者用
の症例調査票を添付：別紙 2 参照） 
・全調査票に共通した設問：患者の基本情報と最
終受診時についての項目 
① 生年月・性別 
② 慢性腎疾患の疾患名 
③ 慢性腎疾患の発症（発見）年月 
④ 最終学歴 
⑤ 就職状況 
⑥ 最終受診時の状況 
 
・転科/未転科である場合の転科時（現在）の状況
についての項目 
① 転科時年月 
② 転科理由 
③ 未転科である理由 
④ 転科先/元（予定）の医療機関・診療科 
 
2014 年の調査票に新たに追加した項目 
・転科の妨げとなりえる基礎疾患や病態について 
① 他診療科への定期通院の有無 
② 各種機器の使用 
③ 常用薬の有無 
④ 知的障害の有無 
⑤ 先天奇形症候群の有無 
 
・転科時に移行プログラムや移行支援ツールの使
用，成人診療科との連携についての項目 
① 移行する患者に対するメディカルスタッフ

（医師を除く）の関与の有無 
② 移行支援ツールの使用の有無 
③ 小児診療科医師と成人診療科医師の情報共有

の有無 
④ 小児診療科と成人診療科の併診の有無 
 
C.研究結果 
2023 年 5 月 29 日に成人施設 61 施設，小児施設
54 施設，合計 115 施設に施設調査票・症例調査票
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の送付を行った． 
施設調査票は成人施設24施設，小児施設34施設，
合計 58 施設（回収率 50.4％）から回答を得た． 
症例調査票は 68 施設（回収率 59.1％）から回答が
得られ，小児科・未転科群 1153 例、小児科転科群
646 例，成人予定転科例 246 例、成人予定外転科
例 33 例の調査票を回収した． 
本調査の結果は 2024 年 3 月２１日にデータセン
ターから報告された固定前のデータを解析してお
り，中間報告として報告する． 
 
＜施設調査票＞ 
・小児科施設 34 施設 
施設規模の内訳：独立型の小児専門病院 3 施設、
大学病院 20 施設、総合病院を含む一般病院 11 施
設、診療所・クリニック 0 施設． 
移行プログラムを有していると回答した施設は 4
施設，移行プログラムに対応するメディカルスタ
ッフは 4 施設（看護師 4 施設，MSW 1 施設，
臨床心理士 1 施設）で移行コーディネーターは 4
施設で有りと回答を得た． 
移行支援ツールを使用していると回答した施設は
7 施設（移行チェックリスト 6 施設，移行サマリ
ー 3 施設）． 
移行コーディネーターは移行支援を主な業務の 1
つとしたスタッフと定義 
 
・成人科施設 24 施設 
施設規模の内訳：大学病院 15 施設、総合病院を含
む一般病院 9 施設、診療所・クリニック 0 施設． 
移行プログラムを有している施設は 1 施設のみで，
移行プログラムに対応するメディカルスタッフや
移行コーディネーターを有する施設や，移行支援
ツール使用している施設は 0 施設であった， 
 
＜症例調査票＞ 
小児科 
 未転科症例 1153 例 

 転科済み症例 646 例 
成人科 
 予定転科症例 246 例 
 予定外転科症例 33 例 
 
＜患者背景＞ 
小児施設の転科群と成人施設の予定転科症群を合
わせて「転科群」とし解析した． 
 
表 1.患者背景 

*1 転科時年齢 *2 2022 年 12 月 31 日時点の年齢 
*3 予定外受診をした時点の年齢 
（）の中は四分位範囲を示す 
 
年齢の詳細は後述する． 
原疾患は転科群，未転科群ともに先天性腎尿路異
常が最多であった． 
 
＜転科群＞ 
・年齢 
転科時年齢の中央値は 19.8 歳（四分位 18.4-22.2
歳），転科時年齢は 15-19 歳で最多であった。2014
年の先行研究では 20-24 歳が最多であり，転科年
齢がより若年化している傾向がみられた． 
図 1.転科群の転科時の年齢分布 
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・ 転
科 の
契機 
転 科
の 契
機 と

し
「ライフイベント」が 33.7％と最多，続いて「医
師からの提案」であった． 
 
図 2.転科の契機（複数選択可） 

 
＜未転科群＞ 
・年齢分布 
16 歳以降で成人医療機関へ転科せず小児科で管
理を継続している症例は 1159 例． 
未転科群の年齢中央値は 20.7 歳（四分位範囲 
19.1-23.7 歳）．年齢分布は図 3.に示す通り 15-19、

20－24 歳の 2 群に 900 人超が含まれていた．一方
30 歳以上の症例は 104 人であった． 
 
図 3.未転科群の 2022 年 12 月 31 日時点の年齢分
布 
 

 
・
未
転
科
の
理

由 
1153 例のうち 394 例はすでに具体的な転科予定
が決定しており、98 例は今後終診予定のため転科
予定はないと回答された． 
転科の予定がたっていない 661 例の転科ができな
い理由について調査を行ったところ、最も多かっ
たのが「本人・家族の希望」29.8％，次いで「医師
が転科を決断できない」であった． 
 
図 4.未転科の理由（複数選択可） 
＜転科群，未転科群の患者背景の比較＞ 
1. 知的障害の有無 
知的障害を有する割合は未転科群で 15.5％，転科
群で 7.8％と知的障害児の割合は未転科群で多い
傾向があった．  
 
図 5.転科群と未転科群の知的障害例の割合 
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転科群        未転科群 
 
2. 各種医療機器使用の有無 
各種医療機器使用している場合に転科が困難とな
る可能性が懸念されたが，各種機器を使用してい
ると回答した症例は未転科群で 57 例（4.9％）の
みで，内訳は車椅子が 36 例，導尿が 22 例，経管
栄養・胃瘻と在宅酸素がそれぞれ 10 例であった．
転科群では医療機器使用例は 22 例（2.5％）で，
未転科群と同様車いすが 12 例，導尿が 10 例であ
った．未転科群でやや頻度が高い傾向を認めたが，
医療機器を使用例はいずれの群もそれほど多くな
かった． 
 
図 6-1.転科群の各種医療機器使用の有無 

 
転科群       未転科群 

 
3.他科通院の有無 
腎臓科以外の他診療科へ定期的に通院している症
例は未転科群で 338 例（29.3％），転科群で 234 例
（26.2％）と大きな差はなかった．いずれも神経
科・泌尿器科・眼科・循環器科への通院症例が多か
った．  
 
3.常用薬がある症例は未転科群で 630 例（54.6％），
転科群で 467 例（52.3％）とそれぞれ半数以上を
占めるものの差はなく，降圧薬，免疫抑制薬，ステ
ロイドの順に多い点も同様であった． 
 
4.いわゆる先天奇形症候群を伴う症例は未転科群
92 例（7.0％），未転科群 80 例（6.3％）で，内訳

は 21 トリソミーが最多であった． 
 
＜就職状況＞ 
転科群で常勤として勤務している割合がやや高く，
作業所勤務や未就職は未移行群で多い傾向が認め
られた． 
＜転科に向けての介入の有無＞ 
転科群 892 例のうち何らかの形でメディカルスタ
ッフが関与した症例は79例，内訳は看護師29例，
MSW33 例，移植コーディネーター10 例，臨床心
理士 3 例（複数選択可）であった．また転科前に
小児科と成人科で医師と診療情報の共有を行った
症例は 588 例．そのうち診療情報提供書でのやり
取りのみが 481 例，直接医師同士がやりとりをお
こなった症例は 117 例で，多職種でカンファレン
スが実施された症例は 5 例（成人では 0 例）のみ
であった．また小児科と成人科の間で併診を行っ
ていた症例は 98 例で，期間（併診期間の記載があ
った 85 例）は中央値で 3 か月（IQR 2-6 か月）で
あった． 
小児科の転科群 646 例で紹介（転科）に向けて移
行支援を行った症例は 76 例，介入の内訳は移行チ
ェックリストの使用 29 例，移行サマリーの作成
23 例，その他 42 例であった． 

 
D.考察 
小児期発症の慢性疾患患者に対する治療成績の向上
に伴い，慢性疾患患者の長期生存が可能となり，成人
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年齢となっても継続した医療が必要となる症例が増
加している．本邦において腎臓領域では 2011 年に
「小児期慢性腎臓病患者の移行医療についての提言」
が出され，移行期医療の必要性が提言されたが，十分
に浸透していない現状であった． 

2014 年に「成人期に達した小児期発症慢性腎疾
患患者の成人医療への移行に関する実態把握のた
めの調査研究」が行われ，208 施設 3138 症例の回
答が得られた．結果 2014 年時点で移行プログラム
を 有 し て い た 施 設 は 小 児 施 設 で 4/101 施 設
（4.0％），成人施設では 0/103（０％）施設であり，
移行コーディネーターがいると回答した施設は小
児施設 3/101 施設（3.0%），成人施設で 1/101 施
設（0.9％）と病院内の体制面の整備が十分ではな
いことが明らかとなった．先行研究から 8 年が経
過した本調査研究の結果，小児施設では 4/34 施設
（8.8％）がプログラムを有し、移行コーディネー
ターも 4/34（8.8％）で有していると回答が得られ，
プログラムや移行コーディネーターを有している
割合は８年前と比較して増加してはいるものの，
依然として十分ではない現状が明らかとなった．
成人施設では移行プログラムを有している施設は
1/24 施設（4.2％）のみで，移行コーディネーター
を有する施設は 0 施設であった． 

現在までに成人診療への移行を妨げる要因とし
て複数の要因が報告されている．Gray らが 2018
年に成人医療への移行の障壁について分析するた
め計 76 論文を分析し Systematic review を行った
ものが最大のものである．それらの結果１.新しい
医療システムや病院への不安：患者・家族の不安，
成人医療への信頼不足，2.転科困難：成人医療医の
小児期発症の先天性疾患に対する経験の不足，成
人診療医との連携不足，3.不十分な計画：移行支援
開始時期の遅れやサポート不足，スタッフの不足・
施設のサポート不足，患者の認識不足，4.患者の病
状や知的障害，両親の社会経済状況などが報告さ
れている．今回の調査では 2014 年の調査項目であ
る転科時年齢，転科・未転科の理由の調査に加え

て，上記の移行を妨げる要因を明らかにするため，
小児医療施設と成人医療施設の転科前の連携の有
無，転科に向けどの程度メディカルスタッフが関
与し，移行プログラムや移行支援ツールの使用が
なされていたのかといった医療者側の問題と，転
科の原因となった疾患の他にどのような合併症を
抱えているのか，他の診療科の受診歴や内服歴，
各種医療機器の使用状況，知的障害・先天奇形症
候群の有無について聴取する項目を新たに追加し
た． 

転科の原因となった疾患の他にどのような合併
症を抱えていたのか明らかにするため，他の診療
科の受診歴や内服歴，各種医療機器の使用状況，
知的障害・先天奇形症候群の有無について聴取し
た．その結果転科群と非転科群では他の受診歴の
受診歴や内服歴、各種医療機器の使用状況，先天
奇形症候群の有無について差はなく，知的障害に
ついてはやや未転科群に多い傾向が認められた． 
 医療システムについては前述した通り，依然と
して移行プログラムの整備が十分ではないことが
明らかとなった．また転科時の小児医療施設と成
人医療施設の転科前の連携は診療情報提供書を使
用したやり取りのみである症例が多いものの，
13.3％の症例は直接医師同士で情報共有や多職種
によるカンファレンスが実施されていた．転科に
向けてメディカルスタッフが関与している割合は
8.6%にとどまり，移行支援ツールの使用は 11.8%
とまだまだ低い水準となっている．このことから，
移行支援は十分ではなく，移行に携わるスタッフ
や施設のサポートも不足していると考えられた． 

未転科症例と転科症例の疾患背景や合併症の有
無，他科受診の頻度，医療機器の使用頻度，常用薬
の有無については，合併症を有している症例，複
数科受診例，医療機器の使用をようする例では転
科が難しいのではないかと推測していたが，結果
に示した通り２群間では大きな差を認めなかった．
また未転科の理由を聴取した結果，合併症を転科
できない理由として挙げた症例は 7.4％にとどま
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った． 
 
E.結論 

2014 年の先行研究を分析し，調査票を作成した．
2023 年５月に調査票の発送を行い，68 施設（回収
率 59.1％）から計 2081 例の調査票を回収した．
その結果から転科を妨げる要因を検討したが，施
設調査の結果依然として移行プログラムや移行コ
ーディネーターを有する施設は少なく，症例調査
の結果からも転科に際して小児科と成人科医師の
情報共有も十分とは言えないと考えられた．患者
の合併症や他科受診の頻度，医療機器の使用頻度，
常用薬の有無について転科群と未転科群で差は認
められなかったことから，医学的要因以外が問題
である可能性が高く，医師側の意識や体制の問題
などが，移行が円滑に進まない大きな原因となっ
ている可能性が高いと考えられた． 
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別添４ 
厚生労働行政推進調査事業費補助金 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 

分担研究報告書 

 

診療水準の向上：高齢 CKD患者、透析・移植後患者の COL維持向上  

 

研究分担者 酒井 謙 東邦大学医学部腎臓学講座 教授  

研究分担者 祖父江理 香川大学医学部 講師 

 

 

A. 研究目的 

 移植患者の就労状況を含むQOL調査（感染不安、通
院、ACP、年収、怠薬、後発品使用）を行った。 

 

B. 研究方法 

調査主体を NPO 法人 日本移植者協議会に委託し、

調査票作成を WG（日本腎臓学会 祖父江、酒井）

で行った。 

（倫理面への配慮） 

日本移植者協議会では、5 年前同様のアンケート

調査をすでに行っており、今回はその経年続報と

して、移植者協議会主体のアンケート形式をとっ

た。 

 

C. 研究結果 

 調査時期は 2023 年 11月で、腎移植患者回答数 

146 件で、男女比 76：69、60〜70歳代の回答 100

例（68％）であった。移植後の生活の向上が 90％

以上の回答者で認められた。就労状況は、就労 39

人、非就労 83人で、就労者のうち正社員：非 

正社員は 3：2、就労日数は週５日が多くを占めた。 

障がい者枠使用は 15例、非使用は 40例であっ

た。年収は 100万円未満 2例、300万未満 22例、

500万未満 11例、1000万未満 14例であった。（移

植者就労状況については両立支援に関する基礎デ

ータとして、腎疾患政策研究事業 中川班研究

23FD1003と合同して報告予定である。） 

 また高齢 CKD患者においては、透析を行わない

選択も国内で散見され、AMED 先行研究で、「高齢

腎不全患者の保存的腎臓療法-conservative kidney 

management(CKM)の考え方と実践-」が刊行され

ている。我が国では、保存的腎臓療法の緩和ケア

の指針はまだないが、台湾の末期腎不全緩和医療

は、ガイドラインが存在し、その翻訳改定版作成

も併せて行った。 

  

E. 結論 

QOL向上に資する移植医療であるが、非正規雇用形
態・年収等にいまだ問題を含む結果と解釈された。 

 

G. 研究発表 

1.  論文発表 
 なし 
 
2.  学会発表 
※2024年の日本腎臓学会・日本移植学会で発表予定 

 

H. 知的財産権の出願・登録 

該当なし

研究要旨  

高齢CKD患者、透析・移植後患者のCOL維持向上について、特に移植後患者のQOLの実態調査を行った。 

また高齢 CKD 患者においては、透析を行わない選択も国内で散見され、台湾の末期腎不全緩和医療ガ

イドの翻訳改定も行った。 
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別添４  

厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 

分担研究報告書 

 

診療水準の向上：難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化 

 

研究分担者 猪阪善隆 大阪大学大学院医学系研究科腎臓内科学 教授 

 
 

研究要旨  
難治性腎障害に関する調査研究を行い、医療水準の向上と良質かつ適切な診療提供体制の構築に貢献することを目
的として、7 つの腎領域指定難病 (IgA 腎症、多発性嚢胞腎、急速進行性糸球体腎炎、抗糸球体基底膜腎炎、一
次性ネフローゼ症候群、一次性膜性増殖性糸球体腎炎、紫斑病性腎炎)、および腎疾患の小児・成人移行医療につ
いて、診療ガイドライン等のより有効な周知と普及、腎予後・生命予後の改善，QOLの向上に繋がる効果的な運用のた
め、日本腎臓学会、日本小児腎臓病学会等の関連学会、ならびに各疾患患者会などとの緊密な連携の下、普及・啓
発をすすめた。指定難病臨床調査個人票データを活用した診断・重症度分類の検証も進めた。その結果、診療ガイドラ
インの改訂、医療者および患者への普及・啓発、診療体制の整備、多くの二次研究の基盤整備･充実等の成果が期待
される。 

Ａ．研究目的 
難治性疾患政策研究班との連携をとり、指定難病に

定められている腎障害患者の腎疾患対策を推進する。
特に診療レベルの向上と均霑化を進める 
 
Ｂ．研究方法 

IgA 腎症、ネフローゼ症候群、急速進行性糸球体腎
炎（全身性血管炎を含む）、多発性嚢胞腎、全身性
エリテマトーデスに伴うループス腎炎を対象として指定難病
臨床調査個人票データを活用した診断・重症度分類の
検証および、クリニカルインジケータ調査を行った。 
腎臓病総合レジストリ（J-KDR/J-RBR）では、登録

された腎臓病患者約４万例の追跡及び今後の追加登
録（腎生検施行例年間 4,000例）を進め、IgA腎症、
ネフローゼ症候群、急速進行性糸球体腎炎、多発性嚢
胞腎、移行医療の 5 つのワーキンググループの個別研究
を関連学会と連携して推進した。 

2020年版ガイドラインに関するアンケート調査を行った。 
Ｃ．研究結果 
IgA 腎症、ネフローゼ症候群、急速進行性糸球体腎炎
（全身性血管炎を含む）、多発性嚢胞腎、全身性エリ
テマトーデスに伴うループス腎炎を対象として指定難病臨
床調査個人票データを活用した診断・重症度分類の検

証および、クリニカルインジケータ調査を行い、論文も報告
した（論文 3, 5, 6)。「深層学習を応用した難治性腎
疾患の階層化に関する研究」に着手し、論文を報告して
いる。 
腎臓病総合レジストリ（J-KDR/J-RBR）では、登録さ
れた腎臓病患者約４万例の追跡及び今後の追加登録
（腎生検施行例年間 4,000 例）を進め、IgA 腎症、
ネフローゼ症候群、急速進行性糸球体腎炎、多発性嚢
胞腎、移行医療の 5 つのワーキンググループの個別研究
を関連学会と連携して推進している。J-RBR を用いた臨
床データおよび病理組織学的診断の疫学的解析を報告
した（論文 7）。新 J-RBR については、腎病理組織の
バーチャルスライド登録が可能となっている。 
2020 年版ガイドラインに関するアンケート調査も報告し
た（論文1, 2)。現在、このガイドラインの改訂を進めてい
る。並行して 2014年版および 2017年版と継続して採
用された推奨に関して、J-CKD-DB および J-CKD-
DBExを用いたプロセス、アウトカム調査用のQIを作成し
ている。 
本研究全体の取り組みと成果については、ホームページに
て 、 医 療 者 、 患 者 に 向 け て 発 信 し て い る
(https://www.nanbyou-jin.jp/)。 
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Ｄ．考察 
難治性腎疾患に関する国民の認識と診療の均霑化

が進んだと考えられる。アンケート調査の結果を次回の難
治性腎疾患ガイドラインの改訂に活かせると考える。 

Ｅ．結論 
難治性疾患政策研究事業との連携により、難病を原疾
患とする腎障害患者の診療が向上し、均霑化が進んだ。 

Ｇ．研究発表 
１．論文発表 

1. Japanese clinical practice patterns of
primary nephrotic syndrome 2021: a web-
based questionnaire survey of certified
nephrologists. Clinical and Experimental
Nephrology (2023) 27:767–775
2. Current treatment status of IgA
nephropathy in Japan: a questionnaire
survey. Clinical and Experimental
Nephrology (2023) 27:1032–1041
3. Public support for patients with
intractable diseases in Japan: impact on 
clinical indicators from nationwide 
registries in patients with autosomal 
dominant polycystic kidney disease. 
Clinical and Experimental Nephrology 
(2023) 27:809–818 
4. Initiation of renin-angiotensin system
inhibitors and first complete remission in

patients with primary nephrotic 
syndrome: a nationwide cohort study. Clin 
Exp Nephrol. (2023) 27:480-489. 
5. Demographics and treatment of
patients with primary nephrotic syndrome
in Japan using a national registry of clinical
personal records. Sci Rep. (2023) 
13:14771. 
6. Demographics and treatment of
patients with primary 
membranoproliferative glomerulonephritis 
in Japan using a national registry of clinical 
personal records. Clin Exp Nephrol. 
(2023) 27:928-935. 
7. Renal pathology in adult and paediatric
population of Japan: review of the Japan
renal biopsy registry database from 2007
to 2017. Journal of Nephrology (2023)
36:2257–2267

２．学会発表 
なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
なし 
２．実用新案登録 
なし
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別添４ 
厚生労働行政推進調査事業費補助金 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

分担研究報告書 

診療水準の向上：尿中アルブミンの測定診療報酬化 

研究分担者 研究分担者 横尾 隆 東京慈恵会医科大学 教授 

研究分担者 旭 浩一 岩手医科大学 教授 

研究分担者 田村功一 横浜市立大学 主任教授 

研究分担者 今田恒夫 山形大学 教授 

A. 研究目的

保険診療上、尿中アルブミン定量（UAE）は「糖

尿病又は糖尿病性早期腎症患者であって微量アル

ブミン尿を疑うもの（糖尿病性腎症第 1期又は第

2期）に対して行った場合に、3か月に 1回に限り」

算定できる。しかし諸外国では、CKD 全般で測定

可能である。CKD の定義、重症度分類も国際的に

は UAE でなされるが、本邦では、UAE の代替とし

て尿中蛋白排泄量（UPE）を採用せざるを得ない。

CKD診療実態の国際比較のためにも、非糖尿病 CKD

においても UAEが測定できる環境が望まれる。 

B. 研究方法

UAE 測定の有用性を明らかにするために、文献検

索を行った。また、その費用対効を明らかにする

ための方法論の検討を開始した。 

(倫理面への配慮) 

該当無 

C. 研究結果

現状では、UAE/UPE 比が一定という前提のもと

で、CKD の病態をより正確に反映する UAE を、生

理的な蛋白成分などが混在する UPEの測定で代替

している。しかし、UPEが 50mg/gCr未満という低

蛋白濃度下では、UAE/UPE 値が一定値を取らず、

UAE 値の推定は困難と考えられた。よって、UPE

では発見も治療効果の評価も行なえなかったこの

尿蛋白濃度の患者に対して UAEを測定することで、

早期介入が可能になると考えられた。さらに、早

期介入による費用対効果の解析に着手した。 

研究要旨  

CKDの定義、重症度分類も国際的には尿中アルブミン定量（UAE）でなされるが、本邦の保険診療では、UAE

の代替として尿中蛋白排泄量（UPE）を採用せざるを得ない。CKD 診療実態の国際比較のためにも、非糖尿

病 CKDにおいても UAEが測定できる環境が望まれる。 

現状では、UAE/UPE 比が一定という前提のもとで、CKD の病態をより正確に反映する UAE を、生理的な蛋白

成分などが混在する UPE の測定で代替している。しかし、UPE が 50mg/gCr 未満という低蛋白濃度下では、

UAE/UPE 値が一定値を取らず、UAE 値の推定は困難と考えられた。よって、UPE では発見も治療効果の評価

も行なえなかったこの尿蛋白濃度の患者に対して UAEを測定することで、早期介入が可能になると考えられ

た。さらに、早期介入による費用対効果の解析に着手した。 
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D. 考察 

 非糖尿病 CKDにおける UAE測定の保険収載を目

指すには、既に一定の条件下の糖尿病性腎症で測

定可能な UPEに対する優位性を示す必要があると

考えられた。一方で、糖尿病性腎症においても測

定が保険収載されていない顕性蛋白尿レンジにお

ける UAE測定の保険収載には、低尿蛋白濃度の患

者への早期介入とは異なる視点でのエビデンスの

集約が必要と考えられた。 

  

E. 結論 

UAE の有用性を証明しうる既存のエビデンスを集

約した。さらに、費用対効果の解析に着手した。 

 

G. 研究発表 

該当なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録 

該当なし
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別添４ 
厚生労働行政推進調査事業費補助金 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 

分担研究報告書 

 

人材育成 

 

研究分担者 要 伸也 杏林大学 医学部・腎臓・リウマチ膠原病内科 教授 

和田 健彦 虎の門病院 腎センター内科 部長 

 

 

 

A. 研究目的： 

看護師/保健師、管理栄養士、薬剤師等の人材を育

成し、CKD 診療に携わる医療従事者数の増加を図

る。具体的には、１）腎臓病療養指導士の継続的

な育成、２）腎臓病療養指導士の地域差是正に向

けた方策の立案、３）厚生労働科学研究腎疾患政

策研究「慢性腎臓病（CKD）患者に特有の健康課題

に適合した多職種連携による生活・食事指導等の

実証研究（代表要 伸也）」との連携による多職種

連携の強化、などに取り組む。 

 

B. 研究方法： 

１）腎臓病療養指導士の継続的な育成：第 7回腎

臓病療養指導士資格認定に向け、認定のための講

習会の実施、研修記録の評価、試験応募および試

験の実施と認定などを順次進める。また、2018年

第 1 回認定者（1 年猶予者）および第 2 回認定者

の資格更新を進める。 

 

２）腎臓病療養指導士の地域差是正：各都道府県

において腎臓病療養指導士の協議会（連携の会）

を組織し、その支援策について検討する。 

 

３）多職種連携の推進とエビデンス構築と兵十的

な教育プログラムの作成：厚生労働科学研究腎疾

患政策研究「慢性腎臓病（CKD）患者に特有の健康

課題に適合した多職種連携による生活・食事指導

等の実証研究（代表要 伸也）」（要班第 2期）にお

いてこれを進める。また、第 1期で作成した「CKD

のための多職種連マニュアル」を作成する。 

 

(倫理面への配慮) 

腎臓病療養指導士名を公開するにあたり、個人情

報の管理に十分な配慮を行った。 

 

C. 研究結果： 

１）腎臓病療養指導士の継続的な育成：2023年 5

月 27 日東京医科歯科大学鈴木章夫記念講堂にお

研究要旨  

多職種連携・チーム医療の推進を目的として、腎臓専門医とともに看護師・保健師、管理栄養士、薬剤師を

対象とする腎臓病療養指導士の育成を進めた。さらに、CKDの多職種介入に関する多施設研究班と連携し、

追加解析を行うとともに、多職種介入の標準的な教育プログラム作成を進めている。また、腎臓病療養士の

地域差解消に向けた取り組みも始まっている。CKD指導を担う人材育成と全国的な均霑化、多職種教育の普

及を通じて、CKD 診療における多職種連携が促進・強化され、CKD 診療水準の向上に寄与することが期待さ

れる。 
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いて認定のための講習会を開催し、現地およびオ

ンディマンドを合せて数百名の参加があった。認

定試験には 492名の応募があり、2024年 2月 4日

に認定試験を実施、受験者 327名中 322名が合格

となった。1～7 回合計の資格認定者の合計は

2,726名であるが、1～2回認定者の未更新による

資格喪失者を除いて、現在の資格保有者は 2,394

名となった。本年度の資格更新は 562名（昨年は

93名）であった。 

 

２）腎臓病療養指導士の地域差是正：地域の実情

に見合った支援が必要なことから、各都道府県の

連携協議会の設立状況をアンケート調査したとこ

ろ、すでに 7府県で設立されていることが判明、

J-CKDI ブロックとの連携が取れている府県もあ

った。今後は各都道府県への設立を推進し、連携

の会を中心に地域毎に活動を行い、療養士の育成

や支援を進める。 

 

３）多職種連携の推進とエビデンス構築：多職種

連携の多施設共同研究（全国の 24 施設、3015 名

が参加）により、多職種介入が CKDステージ G3～

G5 において腎機能悪化を抑制することが明らか

となった（Abe M, Kaname S, Clin Exp Nephrol, 

2023, Abe M, Kaname S, Front Endocrinol 2023, 

Abe M, Kaname S, Kidney Res Clin Pract 2023）。

また、この成果を含めた多職種連携のためのマニ

ュアルを作成し（「CKDケアのための多職種連携マ

ニュアル」pdf版、 要 伸也監修、全 100ページ）、

これを厚労科研要班ホームページにアップした。  

 

Ｄ．考察 

腎臓病療養指導士の増加により、CKD 療養指導の

知識・技能を有し、チーム医療を支える人材育成

が進みつつある。しかし、人数は不足しており、

活躍の場や十分ではない。今後は、地域偏在も考

慮したさらなる育成を進めるとともに、腎臓専門

医と連動した地域活動、糖尿病療養指導士等の他

の療養士との連携を推進していく必要がある。多

職種連携のエビデンスが示されたことにより、さ

らなるチーム医療の推進や診療報酬の獲得に向け

た取り組みの加速が期待される。 

 

Ｅ．結論 

腎臓病療養指導士を中心とする CKD診療メディカ

ルスタッフの育成とその効果検証が、多職種連

携・チーム医療の強化を通して、腎臓病診療の水

準向上に寄与することが望まれる。 

 

F.入力不要（総括研究報告書にまとめて記入いた

します。） 

 

G.研究発表 

1.論文発表 

1. Abe M, Hatta T, Imamura Y, Sakurada T, 

Kaname S. Inpatient multidisciplinary 

care can prevent deterioration of renal 

function in patients with chronic kidney 

disease: a nationwide cohort study. 

Front Endocrinol (Lausanne). 2023 Jun 

20; 14:1180477.  

2. Abe M, Hatta T, Imamura Y, Sakurada T, 

Kaname S: Effectiveness and current 

status of multidisciplinary care for 

patients with chronic kidney disease in 

Japan: a nationwide multicenter cohort 

study. Clin Exp Nephrol 2023 

27(6):528-541.  

3. Abe M, Hatta T, Imamura Y, Sakurada T, 

Kaname S: Examine the optimal 

multidisciplinary care teams for 

patients with chronic kidney disease 

from a nationwide cohort study. Kidney 

Res Clin Pract. 2023 Oct 5. doi: 

10.23876/j.krcp.23.026. Online ahead of 

print. 
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2.学会発表 

 （発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1. 阿部雅紀, 八田告, 今村吉彦,櫻田勉, 要 

伸也：腎臓病療養指導士介入の効果と検

証:腎臓病療養指導士とともに行う CKD チ

ーム医療の効果.第66回日本腎臓学会学術

総会,2023年 6月 9日～11日, 横浜. 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 該当なし 
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別添４                                                   
         厚生労働推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 

分担研究報告書 

 

研究の推進：研究開発・国際比較 

AMED,厚労省等の公的研究 

 

研究分担者 深水 圭 久留米大学 

 

研究要旨：2008 年から 2022 年において日本腎臓学会員による公的資金獲得データの収集・解析を行

った。総獲得数 194 件、AMED51 件、JST71 件、厚労科研 72 件であった。総獲得研究資金は 93 億 4669

万円、AMED51 億 688 万円、JST5 億 8146 万円、厚労科研 36 億 5836 万円であった。日本腎臓学会とし

て多くの資金を獲得していた。 

 

Ａ．研究目的 

これまで日本腎臓学会員が公的資金を 

獲得してきたが、一望して経年的にどの 

程度資金を受けているか、実情が見えて 

こなかったことから、経年的にデータを 

蓄積する必要があり、日本腎臓学会とし

ても社会にも広く CKD 研究開発が認識さ

れるべきであると考えられ、今回データ

の収集・解析を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

2008年から 2022年までに獲得した AMED、

厚労科研、科学技術振興基金(JST)につい

て、全ての日本腎臓学会の会員に対して

メーリングリストを使用してアンケート

調査を行い、その結果をもとに解析を行

なった。 

 

Ｃ．研究結果 

日本腎臓学会としての研究費総獲得数は

194件で93億4669万円、内訳はAMED51件51

億688万円、JST71件5億8145万円、厚労科

研72件36億5836万円であった。 

研究の種類で最も多かったのが病態解明

であり68件であった。次に多かったのがC

KD対策で24件、その他難治性疾患事業は2

2件、新規治療法は13件などであった。厚

労科研はCKD対策が最も多く、AMEDは難治

性疾患事業、JSTは病態解明が最も多かっ

た。 

 

Ｄ．考察 

日本腎臓学会として獲得した件数・研究費

は93億円程度であることが判明し、以前調

査した件数、金額と比較して多く、高額で

あった。特にAMED獲得数の増加が著しく、

学会としてAMED研究へcontributeしてい

た。今後のさらなる研究費獲得が期待され

る。 

 

Ｅ．結論 

日本腎臓学会会員の AMED、JST、厚労科研 

獲得数、獲得資金を収集・解析した。日本 

腎臓学会として多くの資金を獲得してお

り、今後のさらなる研究費の獲得増加が期

待される。 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 特になし 

 2.  学会発表 

 特になし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 特になし 
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別添 4 

 

厚生労働推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 

分担研究報告書 

 

研究の推進：研究開発・国際比較 

国際動向 

 

研究分担者 南学正臣 東京大学 

研究分担者 深水 圭 久留米大学 

 

研究要旨：海外の CKD診療体制の調査を行い、国際比較・国際動向を把握し日本との違いを検討するこ

とにより、今後の我が国における CKD 診療・研究の方向性を検討し、国際社会に貢献する。 

 

Ａ．研究目的 

海外の CKD 治療体制の違い、特に KDIGO

で推奨されている CKD 治療薬の使用の有

無について情報を収集し、今後の研究の

方向性を検討することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

KDIGO にて推奨されている CKD、DKD 治療

薬である RA 系阻害薬、SGLT2 阻害薬、ミ

ネラロコルチコイド受容体拮抗薬(MRA)、

GLP1 受容体作動薬に焦点を当て、これら

薬剤の使用状況を、各国にアンケートを

行い（特にアジア・オセアニア）、これら

薬剤の使用に国際間で差があるか否か、

特に日本との使用の差について検討を行

なった。 

 

Ｃ．研究結果 

我が国においてはKDIGOが推奨する上記4

剤はほぼ使用可能であり、RA系阻害薬の

使用についてはほとんどの国で障壁はな

いものの、その他の薬剤については保険

でカバーされていないこと、高額である

ことなどの理由により、投与が積極的に

行えていない現状が見えてきた。High 

income countryでさえもSGLT2阻害薬や

MRAの使用については使用できないもし

くは制限があるなど、KDIGOが推奨してい

る治療薬の使用内容と現実的なCKD治療

内容にはかなり隔たりがあることが明ら

かとなった。今後はその内容の分析を進

める。 

 

Ｄ．考察 

以上の検討において、日本と海外、特にア

ジア・オセアニアとの診療実態の差が明ら

かになってきた。今後はその詳細について

分析していく予定である。さらに、ほとん

どの障壁は政府による保険召喚がなされ

ていないことやコスト高にある。さらには

GPレベルにおける医師やメディカルスタ

ッフへの教育が行き届いていないことも

原因と考えられた。日本腎臓学会としても

国際社会と協働してこれらの問題に対処

していく必要がある。 

 

Ｅ．結論 

引き続き、海外の診療と日本の診療の違い

を分析し、日本の診療が地域に合った最適

化したものであるのか、どの点が優れてい

るか、国際標準とかけ離れた不適切な部分

がないかなどを検討していく必要がある。

日本腎臓学会として国際社会にしっかり

とコミットできるよう、これら問題をさら

に研究し分析していく必要がある。 
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Ｇ．研究発表  

1. 論文発表  

特になし  

 

2. 学会発表 

特になし 

  

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

特になし 
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腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築  

 

分担研究報告書  

 

研究の推進：研究開発・国際比較  

疫学調査 

【研究分担者】 
猪阪善隆  大阪大学大学院医学系研究科腎臓内科学 教授 
福間真悟 京都大学・医学研究科 准教授 
今田恒夫 山形大学・公衆衛生学・衛生学 教授 
 

 

研究要旨  
「慢性腎臓病（CKD）を早期に発見･診断し、良質で適切な治療を早期から実施・継続することにより、CKD 重症化
予防を徹底するために、わが国における CKD患者数を把握し、CKD患者数に影響を与える因子を解明することは CKD
対策としても重要である。2005年に 11都道府県の健診データ等を参考にわが国の CKD患者は 1330万人と推定さ
れている。しかし、本調査は全都道府県からのデータを抽出したものではなく、またデータベースにも偏りがある。この報告は
健診データを基に解析しているが、CKD 患者の有病率は健診受診者に比べて非受診者で高いことが指摘されており、
CKD患者数を過小評価する可能性がある。過去の健診受診状況等で重み付けを行い、CKD患者数を推定した。 

Ａ．研究目的 
「慢性腎臓病（CKD）を早期に発見･診断し、良質

で適切な治療を早期から実施・継続することにより、CKD
重症化予防を徹底するために、わが国における CKD 患
者数を把握し、CKD 患者数に影響を与える因子を解明
する。 
 
Ｂ．研究方法 

1) CKD患者数の実態調査 
わが国の CKD 有病者数を調査する方法として、特定

健診データ、各地のコホート研究、NDB データなど、どの
データを用いるのが適切か検討した。 

CKD 有病割合の推定について、集団の特性によって
推定値が影響を受けるため、就労世代の健保データ、高
齢世代を中心とした自治体国保データの両者の分析を
行う。また、健診受診者、医療機関受診者の結果を一
般集団に外挿する際にはサンプリングバイアスの影響を考
慮する必要があるため健診受診（医療機関受診）確
率を推定し、受診確率によって重みづけした CKD 有病
割合推定を行う。 

2) CKD患者数に影響を与える因子の解明 

わが国の CKD 患者数は、高齢化や糖尿病など生活
習慣病の影響で増加していることが予想される。しかしな
がら、それらの要因の影響は地域によって差があることが
予想される。わが国の CKD 対策の均霑化のためにも、
CKD 患者数に影響を与える因子を解明することは重要
である。そこで、大阪府内での生活習慣病罹患率とCKD
罹患率の関連を検討することとした。また、上記の CKD
患者数の実態調査において、CKD 患者数に影響を与え
る因子を解明する方法についても検討した。 
個人レベルでの CKD リスク因子に関する検討も行う。

健診で取得される古典的なリスク因子に加えて社会経済
因子等の検討も行う。 
Ｃ．研究結果 
1) CKD患者数の実態調査 
2005年のCKD患者数の調査では特定健診データ、各
地のコホート研究データが用いられている。本調査におい
ても、上記データを用いて、年次的な推移などを調査する
ことも検討したが、地域に偏りがあることや、会社の健診デ
ータを使用することは個人情報保護の観点から利用が難
しいこともあり、NDB データを用いた解析を行うこととした。
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NDB データを用いた解析では全患者データによる解析と
部分抽出データによる解析を並行して行うこととした。 
 全国規模国保組合、全国協会けんぽ、自治体国保デ
ータでの CKD有病割合推定アルゴリズムを設計した。 
2) CKD患者数に影響を与える因子の解明 
全国協会けんぽデータベース（就労世代の被保険者数
2500 万人）および全国自治体国保データベース（65
歳以上の被保険者数 300万人）を対象として、過去の
健診受診状況等で重み付けを行うと、30-64歳における
CKD 頻度は GFR<60, 蛋白尿を CKD と定義すると
17.08%となり、20歳以上 64歳以下が 6838万人い
ることから、20歳以上 64歳以下の CKD患者は 1168
万人と推定される。また、65 歳以上における CKD 頻度
は 25.36%となり、65歳以上が 3623万人いることから、
65歳以上の CKD患者は 919万人と推定される。これ
らの推計からわが国のCKD患者数は2000万人以上も
存在する可能性があり、今後、NDB データなどのさらなる
解析が必要となる。 
 
Ｄ．考察 

NDBデータを用いた CKD患者数の実態調査を行うこ
とにより、正確なCKD患者数が把握できるとともに、CKD

患者数に影響を与える生活習慣病などの因子が解明で
きると考えられる。 
 
Ｅ．結論 
CKD 患者の早期発見、早期治療および重症化対策の
ためには、CKDの実態調査および影響を与える因子の解
明が重要である。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
猪阪 善隆 日本の CKD 患者数の概算 日本医師会
雑誌 2024年 7月号 

 
２．学会発表 
なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
なし 
２．実用新案登録 
なし
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腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築  

 

分担研究報告書  

 

情報発信、広報  

 

研究分担者 西山 成 香川大学 教授 

          祖父江 理 香川大学 講師 

 

研究要旨：研究成果を広く周知・公開するために指定政策研究班と公募研究班（岡田班）の合同 HPを立

ち上げた(https://ckd-research.jp/) 

 

Ａ．研究目的 

情報発信（HP 紹介・CKD 対策支援データ

ベース構築）研究班の成果を HP等で効率

よく、発信できる基盤を整備する。 

 

Ｂ．研究方法 

新規 HP を立ち上げ、研究班の成果を効率

よく発信する。 

 

Ｃ．研究結果 

2023年2月に新規HPを立ち上げた。 

https://ckd-research.jp/ 

都道府県ごとのCKD普及啓発活動・CKD医

療連携のスライドに加え、各県の人口当

たりの年齢階層別新規透析導入率、腎臓

専門医数、腎臓病療養指導士数の推移を

掲載した。また、CKD啓発動画とリーフレ

ット資材を作成し、HPに掲載した。 

 

Ｄ．考察 

HPを作成し、CKD対策支援データベースを

構築した。月ごとのアクセス数も伸びてお

り、有効性が評価される。 

 

Ｅ．結論 

HPを作成し、CKD対策支援データベースを

構築した。 

 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
1） Hyperuricemia: the third key player

 for nephrosclerosis with ischemia.
 Sofue T. Hypertens Res. 2023;46
(7):1707-1709. 

2） Dapagliflozin utilization in chroni
c kidney disease and its real-world
 effectiveness among patients with 
lower levels of albuminuria in the 
US and Japan. Tangri N, Rastogi A, 
Nekeman-Nan C, Hong LS, Ozaki A, Fr
anzén S, Sofue T. Adv Ther. 2024 Ja
n 19. doi: 10.1007/s12325-023-02773
-x. Online ahead of print. 

 
 2.  学会発表 
  なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  なし 
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令和６年４月１日 
                                           
厚生労働大臣 殿 

                                                                                              
                   
                              機関名 学校法人川崎学園川崎医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名   砂田 芳秀         
 

   次の職員の令和５年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                                          

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部・学長付特任教授                                 

    （氏名・フリガナ） 柏原 直樹・カシハラ ナオキ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 埼玉医科大学病院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年３月２０日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 埼玉医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 竹内 勤         
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築  

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部・教授                          

    （氏名・フリガナ）  岡田 浩一・オカダ ヒロカズ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 埼玉医科大学病院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年３月１２日 
 
                                        
厚生労働大臣 殿 

 
                              機関名 旭川医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 西川 祐司         
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部・准教授                                

    （氏名・フリガナ）   中川 直樹・ナカガワ ナオキ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □  ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □  ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □  ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：□             ） 
 □  ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年 １月２９日 
 

 厚生労働大臣 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 国立大学法人岡山大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 那須 保友           
 

   次の職員の令和５年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                                        

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデ

ンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）学術研究院医歯薬学域・教授                                 

    （氏名・フリガナ）和田 淳・ワダ ジュン                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



令和６年 １月２９日 
 

 厚生労働大臣 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 国立大学法人岡山大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 那須 保友           
 

   次の職員の令和５年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                                        

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデ

ンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）学術研究院医歯薬学域・教授                                 

    （氏名・フリガナ）内田 治仁・ウチダ ハルヒト                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



令和 ６年 ４月 １９日
厚生労働大臣                                        

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                        
                              機関名 独立行政法人国立病院機構

千葉東病院
                     所属研究機関長 職 名    病 院 長
                                                                                     
                            氏 名   西 村 元 伸   

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                                  

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する

エビデンス構築                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）    診療部 統括診療部長                  

   （氏名・フリガナ）    今 澤 俊 之 （イマサワ トシユキ）         

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関 未審査（※2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3）

□ ☑ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ☑ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ☑ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：                  ）
□   ☑ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：               ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 □ 無 ☑（無の場合はその理由：COI に関わる活動が含まれなかったため）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ）





令和 6年 3月 26日
厚生労働大臣
―■日苺喜り1喘暮食‐晶‐衛4妥

'彩

:喜:弄長■―殿
4事
=保
矧 剰 糾 学 審 議

機関名 日立大学法人筑波大学

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名 丞旦 __上企__________

次の職員の令和 5年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。

1.研究事業名 腎疾患政

2.研究課題名 __塁L墜昼]重亜童L鍾」L含こ量i宣遣
=1墨
ニユ≦塗盤塾
=菫
2菫壁および新たな対策の提言に資する

エビデンス構纂

3.研究者名

(氏名 。フリガす) 山縣 邦弘・ヤマガタ , -^Y ti

4.倫理審査の状況

(※ 1)当 るに当たり遵守すべき に関する 会の 済んでいる場合は、「 み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」(こチェックすること,

その他 (特記事項 )

(※2)米審査に場合は、その理由を記載する二と。
(※ 3う 廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関十る倫理指針」、「ヒトゲ ノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関十る倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 国  未受講 □

6.利益相反の管理

・該当する□にチェックを入れること、

・分担研究者の所属する機関の長 も作成十ること,

左記で該当がある場合のみ記入 (来 1,該当性の有無

有  無 審査済み   審査した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学・医学系研究 |こ 関する倫理

!旨針
‐
(米 3)

□   躍 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   自

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指fl
□  環

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :                 ) □   ■

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 画 無 □ (無の場合は委託先機関

当研究に係るC01に ついての報告・審査の有無 有 圏 無 口 (無の場舘まその理由

当研究に係るC(DIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容

(留意事項 )

□ □

□



令和  6 年 3 月 29 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名     国立大学法人琉球大学 
 

                      所属研究機関長 職 名     学長 
                                                                                      
                               氏 名    西田 睦      
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）  琉球大学病院 血液浄化療法部 准教授・部長          

    （氏名・フリガナ）  古波蔵 健太郎 （コハグラ ケンタロウ）                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年３月３１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 自治医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 永井 良三         
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）総合医学第１講座（腎臓内科）教授                                  

    （氏名・フリガナ）森下 義幸・モリシタ ヨシユキ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 自治医科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 



令和6年 4月 3日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人信州大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  中村 宗一郎（公印省略）  
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 信州大学医学部附属病院腎臓内科 診療教授                                 

    （氏名・フリガナ）上條 祐司 （カミジョウ ユウジ）            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 







令和6年 3月 26日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                        機関名  東京慈恵会医科大学 
 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  松藤 千弥          
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）  腎臓・高血圧内科・教授                                

    （氏名・フリガナ）  横尾 隆 （ヨコオ タカシ）                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 

東京慈恵会医科大学倫理委員

会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和6年 3月 26日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                        機関名  東京慈恵会医科大学 
 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  松藤 千弥          
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）  腎臓・高血圧内科・講師                                

    （氏名・フリガナ）  福井 亮 （フクイ アキラ）                              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 

東京慈恵会医科大学倫理委員

会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年４月12日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 岩手医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 小笠原 邦昭         

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相

反等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）    腎・高血圧内科学・教授                              

    （氏名・フリガナ）    旭 浩一・アサヒ コウイチ                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を
対象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年４月２６日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                                 機関名  横浜市立大学 

 
                         所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                                 氏 名  石川 義弘       
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）   循環器・腎臓・高血圧内科学 ・ 主任教授                               

    （氏名・フリガナ）   田村 功一 ・ タムラ コウイチ                          

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 横浜市立大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和  ６年  ４月 ３０日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                             
                              機関名 山形大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 玉手 英利       
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）公衆衛生学・衛生学・教授       

    （氏名・フリガナ） 今田 恒夫・コンタ ツネオ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 山形大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





令和６年３月２１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                         
                              機関名 国立大学法人香川大学 

                      所属研究機関長 職 名 学長 
                              氏 名 上田 夏生        
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部循環器・腎臓・脳卒中内科 講師        

    （氏名・フリガナ） 祖父江 理 ・ソフエ タダシ        

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和6年3月29日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 杏林大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 渡邊 卓            
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）医学部 腎臓・リウマチ膠原病内科学 客員教授                                 

    （氏名・フリガナ）要 伸也（カナメ シンヤ）                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 杏林大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 



令和   6年   4月   26日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国家公務員共済組合連合会虎の門病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 門脇 孝           
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 腎センター内科・部長                  

    （氏名・フリガナ） 和田 健彦・ワダ タケヒコ                        

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 



令和  6年  3月 31日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                        
                              機関名 国立大学法人 新潟大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  牛 木 辰 男     
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 医歯学総合研究科 腎・膠原病内科学・教授            

    （氏名・フリガナ） 成田 一衛 ・ ナリタ イチエイ                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



 
令和６年２月２０日 

厚生労働大臣 殿                                                            
                              機関名 国立大学法人東京大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 藤井 輝夫        
 

   次の職員の令和５年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等

の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                                       

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデン

ス構築                                      

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部附属病院・教授                                

    （氏名・フリガナ） 南学 正臣・ナンガク マサオミ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし一
部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とす

る医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □  無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年３月２６日 
厚生労働大臣  殿                                       

                                                                            
                              機関名 久留米大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 内村 直尚        
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）    内科学講座腎臓内科部門・主任教授                  

    （氏名・フリガナ）    深水 圭・フカミ ケイ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年１月１５日 
                                         

厚生労働大臣 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 国立大学法人大阪大学  

 
                      所属研究機関長 職 名 大学院医学系研究科長 
                                                                                      
                              氏 名  熊ノ郷 淳     
 

   次の職員の令和５年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名    腎疾患政策研究事業                            

２．研究課題名   腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築   

３．研究者名  （所属部署・職名）  大学院医学系研究科・教授                    

    （氏名・フリガナ）  猪阪 善隆・イサカ ヨシタカ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 大阪大学医学部附属病院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和6年3月29日 
厚生労働大臣                                          
（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                          

                                       
                              機関名 京都大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 医学研究科長 
                                                                                      
                              氏 名 伊佐 正          
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等

の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名）大学院医学研究科・准教授                     

    （氏名・フリガナ）福間 真悟（フクマシンゴ）                      

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 京都大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし
一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とす
る医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年３月２１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                         
                              機関名 国立大学法人香川大学 

                      所属研究機関長 職 名 学長 
                              氏 名 上田 夏生        
 

   次の職員の令和 5 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部薬理学・教授            

    （氏名・フリガナ） 西山 成・ニシヤマ アキラ        

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


